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写真 

グレナダ国【1．メルビルストリート】 

 

 

 
■既存プレート製氷機＋貯氷庫 6 ﾄﾝ 
製氷能力 2.5ton/日×2 基、冷媒 R404 を使用。
経年劣化が進んでいるため本プロジェクトで更
新し、相手国の要望により冷媒をアンモニア化
する予定 

 ■-20℃冷凍庫＋‐5℃冷蔵庫 
冷媒 R22 使用。経年劣化が進んでいるため、
本プロジェクトで更新し、相手国の要望によ
り冷媒をアンモニア化する予定 

 

 

 
■新機械棟の設置予定地 
手前の古い冷蔵庫は、使われておらず、相手
国により撤去される。 

 ■既存漁具倉庫と市場管理棟 
市場管理棟の背面はスタッフの駐車スペースで
あるが、新機械室の設置に伴い移動する。 

 
 

グレナダ【2．グレンビル】 

 

 

 
■フレーク製氷機＋貯氷庫 4 ﾄﾝ、 
製氷能力 2 ﾄﾝ/日×2 基、冷媒 R22。経年劣化
が進んでいるため本プロジェクトで更新し、
相手国の要望により冷媒をアンモニア化する
予定 

 ■フレーク製氷機の冷凍機 
よく使われているが、経年劣化が進んでいる
ため本プロジェクトで更新し、相手国の要望
により冷媒をアンモニア化する予定 
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■-15℃冷凍庫と-5℃冷蔵庫 
両方共 L4.8ｘW25xH2.2m、冷媒 R22。経年
劣化が進んでいるため本プロジェクトで更新
し、相手国の要望により冷媒をアンモニア化
する予定 

 ■新規コンデンサーの設置予定場所 
既存ダクトの前にコンクリート舗装を撤去
し、基礎を建設する予定 

 
 

グレナダ【3.コーブ】 

 

 

 

■既存半密閉型冷凍機  
1 台がオイル切れによる焼き付けを起し使用
不能なため、更新のため入替する。 

 ■市場小売テーブル 
きれいに清掃され、維持状態は良い 

 

 

 

■魚加工場 
水道水の水圧は十分で、使用後の清掃が行届
いている 

 ■冷凍庫 
民間の魚卸売業者に貸し出して、効率的な
運用を行っている 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 水産業の概要 

2012 年末人口 103,390人のグレナダ国（以下、「グ」国という）は東カリブ海小アンティル諸

島のうち、南部のウィンドワード諸島に属するグレナダ島（以下、本島という）、 キャリアコウ

島、プチ・マルティニク島の 3つの主な島からなる島嶼国である。北にセントビンセントおよび

グレナディーン諸島、北東にバルバドス、南にトリニダード・トバゴとベネズエラが存在する。 

陸地面積は 345㎢、陸棚面積は約 3,100km2 である。本島西岸カリブ海側は沖合約 3㎞で深海

に落ちこんでいるが、大西洋側は 8～10kmまで陸棚が延びている。周辺海域は、南赤道海流に乗

ったマグロ類など沖合性回遊魚の回遊経路にあたり、毎年3～7月頃にかけて好漁場を形成する。

本島西岸にはメルビルストリート、グランマル、ゴーブ、ビクトリア等の水揚げ地があり、

東岸大西洋側にはグレンビルとサテーズの水揚げ地がある。 

カリブ海側沖合ではキハダマグロ、シイラ、サワラ等の回遊魚を対象とする延縄漁が盛ん

である。しかし波が高い大西洋側では延縄漁は全く見られず、回遊魚は曳縄漁で漁獲されて

いる。沿岸域ではトビウオ、小アジ等の浮魚を対象とする地曳き網や小型巻網、あるいはハ

タ、ブダイなどの底魚を対象とする立縄や手釣りといった漁法が行なわれている。 

本島北方約 20 キロに位置するキャリアコウ島はサンゴ礁海域で底魚対象の立縄、手釣り

漁、あるいはロブスター、コンク貝などを対象とする潜水漁が盛んである。 

GDP に占める水産業の割合は 1.6 パーセント（2011年）にすぎないが、近年、ハリケーンの影

響で伝統的農産物の生産と輸出が低迷するなか、農業分野における水産業の役割は拡大傾向にあ

り、漁業生産力と水産物輸出力の強化が課題となっている(表 1.1)。 

 

表 1.1 水産物輸出額及び輸出比率の推移（2002～2011 年） 
単位：千 EC$ 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2012 

輸出総額 90,828 80,219 65,774 58,155 49,172 51,455 61,809 60,083 61,126 76,027 

農産物 51,595 46,296 43,272 31,881 18,794 21,670 22,582 23,547 28,705 39,296 

水産物 9,963 11,719 8,194 9,495 9,914 11,088 10,587 10,506 14,989 14,365 

工業製品等 39,234 33,923 22,502 26,274 30,379 29,785 39,227 36,536 32,421 36,731 

輸出総額(%) 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

農産物(%) 57 58 66 55 38 42 37 39 47 52 

水産物(%) 11 15 12 16 20 22 17 17 25 19 

工業製品等(%) 43 42 34 45 62 58 63 61 53 48 

出典：水産局水産統計(2013 年) 

 

(2) 水揚げ量・魚種・漁期の特性 

年により増減はみられるが、水揚げ量はおよそ 2,100トンから 2,600トンほどで、2003～2012

年の平均年間水揚げ量は 2,375 トンである（図 1.1）。総水揚げ量の 80%を浮魚が占め、中でも

キハダマグロ、大西洋マグロ、バショウカジキ、シイラなど大型回遊魚の水揚げが総水揚げ量の

71%を占めている（図 1.2）。フエフキダイ、コンク貝などの底生魚介類の水揚げは総水揚げ量の

27％である。直近 10 年間平均で、大型回遊魚の中でマグロ類が 61％を占め（その内、キハダマ

グロが 43％）、ついでシイラが 17%、大西洋バショウカジキが 12％となっている（図 1.3）。こ
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れら大型回遊魚の水揚げ量が多いことが同国漁業の特徴である。 

 同国では概略 12月～翌年 5月が乾期、6～11月が雨期である。雨期には波とうねりが高くな

る。漁期はこの海象に影響され、3 月頃～７月頃が盛漁期となり、この 4 か月間での水揚げが総

水揚げ量の約 47 パーセントを占める（図 1.4 参照）。6月を過ぎると海象条件が厳しくなり、翌

年 2月頃まで出漁回数が減少する閑漁期となる。セントルシアのように盛漁期と閑漁期の落差が

大きくないのは、グレナダでは雨期でも波が比較的穏やかなカリブ海側で延縄漁船が操業を続け

るためと推察される。 

 

 
出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.1 水揚げ量の推移（2003～2012 年） 

 

 
出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.2 漁獲魚種の構成(2008～2012 年）(単位：トン/年) 
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出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.3 沖合性回遊魚の魚種別水揚げ量（2008～2012 年） 

 

 
出典：同上

図 1.4 月別水揚げ量とその割合（2012年） 

 

(3) 漁船・漁法・漁民数

1) 漁船数と漁民数 

水産局統計では 2012 年の登録漁船数は 770 隻、漁民数は 2,552 人である(表 1.2)。1986 年

に制定された漁業法で漁船登録が義務付けられているが、登録抹消制度がないため実際の稼働

漁船数は明確に把握されていない。漁船数や漁民数の把握は適切な水産振興策の策定に不可欠

であり、正確な統計の整備が水産行政上の課題である。 

 
表 1.2 漁船数と漁民数 (2012 年) 

地域 ランディングサイト 漁船数 漁民数

1 セントジョージズ 

グランドマル 26 80 

メルビルストリート 29 87 

その他 149 510 

2 セントジョーン 
ゴーブ 145 421 

その他 26 62 

3 セントマーク 
ウォルサム 28 96 

その他 27 114 
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4 セントパトリック 
サウテウルス 26 83 

その他 31 125 

5 セントアンドリュー- 
グレンビル 31 68 

その他 60 198 

6 セントデイビッド 
ウエスタホール 9 21 

その他 33 114 

7 キャリアコウ 
キャリアコウ及び 

セントマルティニーク 
152 574 

合計  772 2,553 

出典：水産局水産統計(2013 年) 

 
2) 漁船のタイプと漁法 

同国の漁船は以下の 3 タイプに大別できる。ランチが内燃機関付きの FRP 船であるほかは、

いずれも船外機付きの木造ないしは FRP船である。このほか、沿岸の小型巻網に用いるも木造

のダブルエンダ―という網船があるが数は多くない。 

① ランチ： 

ランチは延縄漁用の漁船である。沖合 90マイル付近まで出漁し、一操業期間は 3～6日間

である。1990 年に我が国から水産局に供与された 10艘の延縄漁訓練船は、このランチタイ

プに区分される。これらの漁船は訓練終了後に水産局から優良漁民にリースされ、現在はセ

ントジョージズ市内のグランマル水産センターに水揚げしている主力漁船となっている。こ

の訓練船がモデルとなって同国ではランチ型の漁船が増加し、延縄漁が盛んになった。 

② キャビン付きピローグ（カヌー型の船）： 

船外機駆動で、キャビン無しピローグと共にグレナダで一般的な漁船である。キャビン付

きピローグは中規模の延縄漁具を使用している例が多い。延縄漁では沖合 40 マイル付近ま

で出漁し、一操業期間は 2～3日間である。その他、曳縄、刺網、手釣り、カゴ（Fish pod）

など多様な漁に用いられている。 

③ キャビンなしピローグ： 

通称デイボート（Day boat）と呼ばれている。通称どおり、日帰り操業を行なう漁船であ

る。このタイプのピローグは沖合 20マイル付近までを操業区域とし、小規模の延縄、曳縄、

刺網、手釣り、カゴなど漁を漁期に合わせて行っている。 

 

3) 漁船と漁法の課題 

カリブ海側の水揚げ地では延縄漁の漁船が多い。しかし大西洋側では波が大きく、短時間で

操業を行なえる曳縄漁で大型回遊魚を漁獲している。特に波の荒くなる 6月以降は曳縄漁でも

出漁日や操業時間の短縮を余儀なくされている。 

水産局では曳縄漁の強化を目的にグレンビル沖合に 2 基の表層式の人工集魚装置（Fish 

Aggregating Devices:以下、FAD という）を設置して操業効果を調べたところ、閑漁期に漁民

が FAD周辺で操業効果を向上させたことを確認している。 

水産局は CARIFICO プロジェクトで 2014 年 2 月からさらに 10 基の表層 FAD をグレンビル周

辺とキャリアコウ周辺に設置する作業を開始した。 

しかしながら、表層 FADは荒天時の波浪や船舶航行による損傷を受けやすく、耐用期間は半

年～2 年と言われている。事実、本調査団の訪問時にもグレンビル沖合に設置された表層 FAD
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のうちの一基が設置後 8か月で破損、流出している。このような損傷を受けにくく、耐用期間

が 10年程度と長い中層 FAD の導入を検討して費用対効果を検討する必要がある。 

 さらに、ランチやキャビン付きピローグの延縄漁船は沖合 40～90マイル付近まで出漁して

複数日を過ごすため、エンジン故障や不意の異変にそなえての安全確保が重要である。2011年

のゴーブ水産センター建設に際し、90マイルまでカバーする VHFアンテナが整備されたが、未

だ漁船には普及していない。安全操業の確認や操業区域の把握など、漁船との交信手段の確保

が水産行政上の課題点である。 

 

(4) 水産物の需給状況 

水産物の国内消費量を表 1.3に示す。国内消費量を（総生産量－輸出量＋輸入量）と仮定した

場合、2004～2011年期間の平均年消費量は 3,299トンである。2011 年には 2,815トンが消費さ

れているので、単純計算で一人当たりの消費量は約 28kg/年と算定される。しかしながら、現状

の輸出量を維持しつつ水産物を輸入しない場合には、20kg/年を割り込むので、十分な自給体制

にあるとは言い難い。 

 同期間に国内生産量の約 23％（約 540 トン）の水産物が輸出されているが、輸入量は 1,500

トンほどあり、約 1,000トンの輸入超過となっている。輸入水産物は缶詰、塩干魚、燻製魚で低

価格魚の加工品である(表 1.4)。高価格魚を輸出して低価格魚の加工品を輸入する貿易構造とな

っている。 

 水産物の需給や貿易状況を勘案すると、国内消費量を満たすための漁業生産力の強化や、輸

入量低減につなげるための水産加工技術の導入、開発などが同国水産業の課題点である。 

 

表 1.3 水産物需給量の推移(2004～2011 年)   
 (単位：ton) 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 平均 

漁獲量 2,048 2,646 2,190 2,702 2,391 2,364 2,458 2,186 2,373 

水産物輸出量 447 498 515 531 534 503 684 588 537 

国内向け水産物量 1,601 2,148 1,676 2,171 1,857 1,861 1,774 1,598 1,836 

水産物輸入量 1,541 1,495 1,310 1,728 1,652 1,289 1,473 1,217 1,463 

国内総消費量 3,142 3,643 2,986 3,899 3,509 3,247 2,815 3,299 3,299 

出典：中央統計事務所 

表 1.4 水産物輸入量・輸入額の推移(2004～2011 年)    
（単位：ton & 千 EC$） 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 平均 

水産物輸入量(ton) 

水産加工品(缶詰等) 1,052.4 1,032.9 1,049.4 1,194.9 1,111.4 873.4 1,069.4 887.5 1,033.9 

塩干魚 409.2 401.6 187.3 443.7 425.7 346.0 337.9 262.9 351.8 

燻製魚 79.3 60.7 72.8 89.3 115.2 69.3 65.7 66.5 77.4 

total 1,540.9 1,495.2 1,309.5 1,727.9 1,6523 1,288.7 1,473.0 1,216.9 1,463.1 

水産物輸入額(千 EC$) 

水産加工品(缶詰等) 6,734.2 7,318.3 9,312.4 11,392.0 11442.8 9,271.4 10,381.5 9291.7 9,393.0 

塩干魚 2,985.6 3,293.0 1,945.4 5,065.0 5,366.2 4,179.1 4,510.2 4,061.2 3,925.7 

燻製魚 333.8 333.8 395.8 428.5 565.0 415.1 472.7 526.1 433.9 

total 1,0053.6 10,945.1 11,653.6 16,885.5 17,374.0 13,865.6 15,364.4 13,879.0 13,752.6 

出典：中央統計事務所 
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(5) 水揚げ地と水産施設の概況 

1) 主要水揚げ地の水揚げ量とその特徴 

本島西岸に 23か所、東岸地域に 16か所、離島に 10か所、大小の水揚げ地がある。 

2012 年の主要水揚げ地別水揚げ量を図 1.5 に示す。本島カリブ海側ではグランマルで

SIFH 社(Spice Isle Fish House Ltd.：水産物輸出会社) が 563 トン（24.8％）、SFA 社

(Southern Fishermen Association Inc.：水産物輸出会社)が 403トン（17.7％）、ゴーブが

235 トン（10.3％）、メルビルストリートが 164トン（7.2％）を水揚げしている（括弧内数

字は、「グ」国全体の 2012 年の水揚げ量を 100 とした場合の各水揚げ場の占める割合）。ゴ

ーブでは NORDOM社（Nordom Seafood Ltd.: 輸出会社）が水産センターの冷凍冷蔵施設を借

り受けて水揚げ魚の買付をおこなっているので、同社の水揚げ量 12.5トン（0.5％）を合わ

せると、ゴーブ水産基地の水揚げ総量は 247トン（10.8％）となる。SIFH社は水産局からグ

ランマル水産センターの運営を委託された民間水産物輸出会社であり、SFA は独自の施設を

有する民間輸出会社である。 

大西洋岸ではグレンビルが 511 トン、22.5％を水揚げし、同国第 2 位の水揚げ地となっ

ている。 

主要な水揚げ地での漁獲構成を表 1.5 に示す。カリブ海側の水揚げ地では大型回遊魚の

水揚げ率が高く、特に、SIFH、SFA、NORDOM各社はいずれも 95％以上を示し、水揚げが大型

回遊魚に特化している。しかしメルビルストリートはカリブ海側であるが底魚類の水揚げが

45％と高い。これは同水揚げ地が首都の住民向け魚市場としての機能を果たしていることに

よる。離島では底魚の水揚げが 87％を占めている。 

大西洋岸の主要水揚げ地グレンビルは沖合性回遊魚の漁獲率が 75％と高いが、同時に底

魚類も 15％ほど漁獲している。 

 

 

出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.5 主要水揚げ地の水揚げ量比較（2012 年） 
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表 1.5 主要水揚げ地の漁獲構成(2012 年)  
(単位：ton & %) 

 
カリブ海側 大西洋側 離島 合計 

SFA ﾒﾙﾋﾞﾙ 
ｽﾄﾘｰﾄ SIFH ゴーブ NORDOM ビクト

リア ｳｫﾙｻﾑ ﾄﾞｩｹｽﾈ ｻｳﾀﾙｽ ｸﾞﾚﾝ

ﾋﾞﾙ ｳｨﾝﾜｰﾄﾞ ｷｬﾘｱｺｳ  

(ton) 

沖合性浮魚 385 72 550 183 12 38 52 3 7 381 0 10 1,692 

沿岸性浮魚 5 18 0 47 ― 3 0 37 24 14 0 13 161 

底魚 14 73 3 5 ― 2 1 2 14 74 1 175 364 

貝、甲殻類 ― 1 10 0 ― 0 ― ― 1 42 ― 2 56 

合計 404 154 562 235 12 43 53 42 46 511 1 200 2,273 

(%) 

沖合性浮魚 95 44 98 78 100 88 98 6 16 75 14 5 74 

沿岸性浮魚 1 11 0 20 0 6 0 89 51 3 1 7 7 

底魚 3 45 1 2 0 5 2 5 30 15 85 87 16 

貝、甲殻類 0 1 2 0 0 0 0 0 3 8 0 1 2 

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

出典：水産局 

 

2) 水産資源管理面の課題 

総水揚げ量で見た場合、大型回遊魚の水揚げ比率が極端に高く、底魚、コンク貝、ロブスタ

ー等の底生魚介類の比率が低い。これは同国の陸棚水域が狭いことに起因するが、地域別にみ

ると離島では底生魚介類の水揚げが 85％を占めている。 

本島大西洋岸は陸棚水域が沖合 7、8 キロまで広がっており、閑漁期には立縄、手釣り、潜

水等による底生魚介類の漁が盛んである。これらの漁法は小型ピローグでの日帰り操業でも可

能で、零細漁民の重要な漁獲対象となっている。 

水産局は 2009年度から MPA（Marine Protection Area:海面保護区）を設定し、海洋環境の

保全と適正な活用を目指しているが、ダイバーなどマリン・スポーツのための保全活動の色彩

が濃く、本格的な資源管理体制がとられているとは言えない。 

底生魚介類は漁獲圧力が強まると容易に資源枯渇を招きやすい資源であり、本格的な漁業管

理体制を整えることが必要である。 

 
3) 水産施設の課題点 

主要水揚げ地の多くは過去に我が国の支援によって整備されたものであり、同国水産業に重

要な役割を果たしている。首都のメルビルストリート市場は首都圏住民に鮮魚を供給する不可

欠な存在となっている。また、大西洋岸のグレンビルは同国第 2位の水揚げ量があり、大西洋

岸水揚げ基地として機能するだけでなく、首都圏への鮮魚供給地として貢献している水産施設

である。グレンビルとゴーブは本島中部の中核的施設であるため、老朽化に伴って我が国の支

援で水産施設が大規模に改修・増築された。 

水産局はこれら水産施設の運営を同国の社会経済や水産事情の進捗に適合させる施策を採

っており、グランマル水産センターのように民間水産物輸出会社 SIFH に運営を委託した施設

もある。 

現在、これら施設はおおむね良好に運営されており、製氷機等の機材も適切に維持されてい

るが、以下のような問題点も抱えている。 
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- コーブ水産センター： 

2011年に我が国の支援で建設された施設だが、2台ある製氷機のうちの 1台が故障し、

盛漁期の氷需要に対応できない状態にある。 

- グレンビル水産センター： 

冷凍冷蔵庫が容量不足で、2～3 月のピーク時には 1 日～1 週間で満杯になる。またク

リスマスやイースターのような宗教行事の前後には、一般市民の氷の需要が高まり、氷

の供給不足が生じる。 

- メルビルストリート： 

製氷機と冷凍冷蔵庫とで異なる冷媒を使用しているので、冷媒補給時に入れ間違えて

事故を起こす恐れがある。製氷機の維持管理用の装置が、不適切な箇所に設置されてい

るので、維持管理が著しく困難になっている。 

 

グレンビルやメルビルストリートは首都圏市民の鮮魚需要の大部分を供給している重要

な水揚げ地である。またゴーブは漁船数、漁民数とも多く、周辺地域や首都圏への鮮魚供

給を行なうと共に輸出用鮮魚の集荷基地でもある。これらの冷却設備の不具合は鮮魚の安

定供給を阻害するため早急な対応が必要である。 

我が国無償資金協力により整備された水産施設の現状と課題を表 1.6 に示す。冷却設備

は種々の機材の組合せで成り立っているため、その耐用年数は製作時の施工技術、設置場

所の環境条件、メンテナンス要員の技術レベルなどに左右され、一概に言及できない。本

調査では世界各地で 300件以上の冷却設備の設計・製作・メンテナンスに従事してきたエ

ンジニアが作成した冷却設備の耐用年数表を基に、機材更新の是非を検討した（参考資料

１参照）。 

 

表 1.6 我が国無償資金協力により整備された水産施設の現状と課題 

施設名 完工年 運営状況 

1 

メルビル 

ストリート 

魚市場 

2001 

現状 

・首都にある一般住民向け魚市場で、総水揚げ量の約 7％が水揚げ

されている。 

・当該市場から 10 分圏内には民間輸出会社 2 社があり、総水揚げ

量の約 42％を取り扱っている。 

・当該市場は水産局直営で、農業省契約職員 8名で運営している。

冷却設備のメンテナンスは水産局技術者が行っている。 

・氷の販売は一般の需要も多く、順調に利益をあげている。冷凍冷

蔵庫も利用規則を基に利用時間帯を設定し、冷蔵効率を下げない

効率的な運営を行っている。 

・市中の鮮魚市場であるため利用者が多く、販売ブース 30 台の内、

20 台が常時利用されている。 

課題： 

・冷却設備の一部は自助努力で更新されたが、異なる冷媒が混在し

ており、冷媒取扱い錯誤による事故発生の危険性が高く、冷媒統

一の必要性がある。未更新の冷却設備は老朽化が進んでいる。 

・運営上の課題は見当たらないが、外部と仕切る網戸が設けられて

おらず、ハエなどの昆虫の侵入が衛生環境を悪くしている。 

・施設周辺の空スペースが少なく、車で混雑する。 

2 
グレンビル 

水産複合施設 
2004 

現状 

・大西洋に面する唯一の水揚げ地で、国内 2 番目の水揚げ量（約
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23％）がある。水揚げ魚は主として民間買付業者により、外部へ

流通している。 

・水産局職員が管理者として常駐。施設は農業省契約職員 11名（冷

凍技術者含む）で運営している。冷却設備のメンテナンスも比較

的良好である。 

・漁業者、流通業者、一般人による氷・冷凍冷蔵庫の利用ニーズが

高く、運営は順調である。15 の販売ブースの内、10 ブースを小

売人が利用している。常時 4、5名がブースで鮮魚販売している。 

課題： 

・冷蔵庫容積が 2～3 月のピーク時に対応できない。1 週間で冷蔵

庫が満杯になる。 

・イースター等の宗教行事前後は一般の氷需要が高まり、氷不足と

なる。 

・海風の影響下にある冷却設備であるため、通常より速く機材劣化

が進んでおり、更新時期に来ている。 

3 

ゴーブ 

水産複合施設 

 

2011 

現状 

・当該サイトはカリブ海側延縄漁の基地で、総水揚げ量の約 11％

が水揚げされている。水産局直営で、職員 1名が管理者として常

駐。その他、農業省契約職員 7名で運営している。設備メンテナ

ンスは本局技術者の巡回で行われている。 

・販売ブース 6台の内、常時 2台が利用されている。加工室・冷蔵

庫は民間水産会社 NORDOM社にリースされている。 

課題： 

・冷凍機 1台が故障している。このままでは盛漁期に氷不足となる

ため、更新する必要がある。冷凍機油面の電子センサーの不具合

が原因。同型冷凍機があと 4 基稼働しているので、再発防止のた

め、これらに対しても補助タンクの設置が不可欠である。 

・給油設備 1式が現地石油会社の 100％出資でサイト内に設置され

ているが、事故時対応にかかる契約条項で政府側と合意できず、

漁船への給油サービスが行われていない。漁民は非常な不便を強

いられている。 

4 
サテー 

漁業センター 
1990 

現状 

・総水揚げ量の約 2％を占めている。導入された施設には運営費用

が発生するものがない。特に問題ない。施設建設により漁業の利

便性が上がった。 

課題： 

・生産増に対する漁民の意識改革と流通インフラの改善が必要。 

5 
ヴィクトリア 

漁業センター 
1990 

6 

ｾﾝﾄ･ｼﾞｮｰｼﾞｽﾞ 

漁業施設 

(グランマル) 

1997 

現状 

・水産局の委託を受けてバルバドス系米国人が水産物輸出会社

(SIFH)を運営している。同国最大の水産物輸出量を誇っている。

冷却設備の冷媒にアンモニアを使用している。 

7 
カリステ 

漁業センター 
1990 

現状 

・小規模な桟橋と漁民ロッカーのみが整備されている。漁民組合員

30 名。主として潜水漁が行われ、ウニ、ロブスター、コンク貝が

漁獲されている。小規模ながら海藻養殖も行われている。 

課題： 

・現在、漁業統計に水揚げ記録が記載されない状況にある。 

出典：調査団作成 

 

(1)～(5)で述べた水産セクターの課題を以下に要約する： 

－老朽化が進んでいる冷却設備の更新により、安定的な鮮魚流通システムの維持が必要 

－陸棚水域資源の利用が過剰傾向にあるため、持続可能な形での漁業管理が必要。 
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－水産物自給率を高めるため、深海斜面や沖合資源の利用促進が必要。 

－輸入国の基準に合った輸出用水産物の環境・衛生情報の収集が必要。 

－延縄漁船・乗員の安全確保対策が必要。 

－適正な水産業振興策の策定に不可欠な漁船数、漁民数、水揚げ量などの正確な統計の整備が必要。 

 

1-1-2 開発計画     

水産分野で年度別開発計画はなく、10 年を目標とする 「グレナダ国漁業政策：2012」（A Fisheries 

& Aquaculture Policy for Grenada:2012）を制定している。これは「水産局の政策優先課題（2005

年）（Fisheries Division’s Policy Priority(2005)）を受け継いだものであり、下記 5目標 23課

題が掲げられている。各課題には目標達成期間が付されている。なお、下線を付した課題は本プロジ

ェクトの目標に関連する課題である。 

目標 1：漁業者の地位および能力の強化 

課題： 

漁業認可と登録（1～3年）、漁民組織の促進（3～5年）、漁業者の商業的知識の改善(漁

獲コストの効率化、鮮度保全のノウハウ等 5～10年)、資源の共同管理に向けた準備（漁

業者が依存する資源に対する責任管理意識の奨励、10年）、漁業者の自立心の育成（漁

業者自身で経済的現状を改善する手段を発見・実行するための様々なバックアップ）、

10年）、海上での安全確保（1～3年） 

目標 2：持続的利用が可能な形での水産資源の管理・保全 

課題： 

大型回遊魚の持続可能な形での利用（1～3年）、「グ」国の国際的履行義務に対する合理

的対応（3～10年）、底魚および小型浮魚資源の持続可能な形での利用、効率的なデータ

収集・分析（3～5年）、報告システムの構築（3～5年）、「グ」国水域での不法漁業の MCS

（モニタリング・監視・監督）および削減（現行）、MPAｓの設定推進（海面保護水域：

政策として 2020 年までに沿岸部 20％を保護水域とする、5～10年）、漁業管理にかかる

生態学的アプローチを実際に可能な場所で適用（5～10年） 

目標 3：水産部門固有の開発潜在力の実現 

課題： 

経済的便益の最大化（5～10 年）、水産食品加工と輸出（現行）、養殖振興（10 年）、助

成金と免許（5～10年） 

目標 4：貧困層の生計維持手段としての機能 

課題： 

伝統的漁業に根差した暮らしの維持（現行）、貧困層に与えられる漁業区分（海面保護

水域内での小規模漁業の許可等、現行）、漁業とより広範な経済活動との相互作用（1～

3年）。  

目標 5：広範な経済社会との相互関係の構築 

課題： 

漁業と観光・レジャー産業との相互作用（1～3年）、環境保護対象として知名度の高い

魚種の保全（カメ、マンタ、カジキ、サンゴ礁生態系など、10年）、観光魚市場（現行） 
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1.1.3 社会経済状況 

「グ」国の GDPは 8.14億米ドル、一人当たり GDPは 7,697米ドル（いずれも 2013年値、IMF:World 

Economic Outlook Database 2014年 4月）、また、産業別内訳は、2008年推計値で第 1次産業 11％、

第 2 次産業 20％、第 3 次産業 69％である。水産業は第 1次産業の約 16％を占めている。伝統的農産

品（ナツメグ、バナナ、カカオ、ニクズク等）を主体とする農業と、各種サービス業との繋がりを保

ちながら開発が進められる観光業に大きく依存している。 

観光業は 1980 年代後半に高い成長率を記録したが、1990年代に入って鈍化し始め、2001 年の GDP

成長率は、米国同時多発テロ事件の影響でマイナス成長となった。その後、2004 年 9 月のハリケー

ン・アイバン及び 2005 年 7 月のハリケーン・エミリーにより、国内のインフラは壊滅的な被害を受

けたが、政府の復興策への取組が奏功し 2006年及び 2007年の経済はプラス成長を達成した。 

2008 年以降は世界的経済不況により経済が低迷するも、IMF の貧困削減成長ファシリティ（PRGF）

のもとで構造改革を実施している。GDP成長率は 2011年 0.14％、2012年-1.22%、2013年推定値 2.74％

となっている。 

 

1.2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要  

水産物は当該国の国民にとって嗜好性の高い蛋白源である。国民1人当たりの魚消費量は2011年

推定で約28kg/年に達している。総水揚げ量約2,273トンの50%強にあたる1,217トンの水産物が輸入

されているが、一方、総水揚げ量の25％にあたる586トンのマグロ類が輸出されている。同国とし

ては水産物輸入量の削減は必須の課題であると共に、漁獲物の鮮度を維持して利用率を高めること

も重要な課題となっている。 

日本政府は過去20年にわたって主要な水揚げ地７か所の整備を支援してきた。現在、同国での

水揚げ量の約70％がこれらの支援施設に水揚げ・流通されている。 

近年、これらの施設、特に鮮度保持に必要な冷却設備の老朽化が進み、当初機能を失ったり、

冷却効率低下が発生したりする事例が増えており、同国はこのような冷却施設・機材の更新ニーズ

への対応を迫られている。また、沿岸域での過剰漁獲も指摘されている等、資源の持続的利用のた

めの適正な漁業管理にも注力しなければならない立場にある。このような背景のもと、同国政府は

「グレナダ国水産関連機材整備計画」を策定し、日本政府に無償資金協力を要請した。 

 

1-3 我が国の援助動向     

我が国は主として水産分野で個別専門家派遣、無償資金協力、開発調査、技術協力プロジェク

ト、研修プログラム等の援助をこれまで行ってきている。主要な援助は水産無償資金による水揚

げ・流通関連のインフラ整備で、これまでに約50億円が投入されている。 

開発調査では水産資源の持続的利用を目的としたマスタープランが策定された。実施中の技術協

力プロジェクト（2012～2017年）では官民共同での漁業管理体制の構築が進められている。 

表1.7に技術協力、表1.8に無償資金協力（水産分野）の案件実績を示した。 
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表 1.7 技術協力の実績（水産分野）  

協力内容 実施年度 案件名 概要 

開発調査 2009～2012 カリブ地域における漁

業・水産業に係る開

発・管理マスタープラ

ン調査 

漁民と行政の共同による資源管理計

画を含む、カリブ域内水産資源の持

続的利用を目的とするマスタープラ

ンの策定及びカウンターパートに対

する技術移転 

技術協力 

プロジェクト 

2012～2017 カリブ地域における漁

民と行政の共同による

漁業管理プロジェクト 

各国の状況に適した漁民と行政の共

同による漁業管理アプローチの開発

とカリブ地域での共有化 

 
表 1.8 無償資金協力の実績（水産分野） 

        （単位：億円） 
実施 
年度 

案件名 
供与限度額 
（億円） 

案件概要 

1989 沿岸漁業開発計画 

(サテーズ、ビクトリア、 

ゴーブ、カリステ、 

グレンビル) 

2.16 沿岸漁業の振興、漁業環境の整備、流通施設の改善

のための、漁民センター、桟橋の設置、水産機材等

の導入 1990 4.61 

1994 
セントジョージズ 

漁業施設建設計画 

2.99 
輸出を基本とする商業型漁業の振興・外貨獲得、国

内流通改善を図ることを目的としたセントジョージ

ズ既存水産施設機能のグランマルへの移転・拡充（桟

橋、護岸、水産コンプレックス等の整備、保冷車、保

冷箱、フォークリフト等機材の導入） 
1995 5.02 

1998 
メルビルストリート魚市場

建設計画 

6.05 

セントジョージズの既存の混雑の緩和、衛生的な水

産物流通、ハーベストロスの減少を目的とした既存

魚市場とその付帯施設の再整備（埋立造成、水揚げ

岸壁、魚市場施設、駐車場、構内進入路、照明設備、

漁業開発センター整備（冷却設備、管理事務室）） 
1999 3.56 

2002 
グレンビル水産物流通改善

計画 
14.01 

グレンビルを基点とする水産物流通の改善のため

の、魚市場等水産施設の建設、および首都圏とグレ

ンビルを結ぶ道路・橋梁の改修 

2009 
ゴーブ伝統的漁業地域基盤

改善計画 
11.70 

ゴーブにおける、漁業流通量の増加と創業漁船の安

全性強化のための、桟橋の新設、水産センターの改

築および関連施設の整備等を通じた施設の機能拡充 

 
 
1-4 他ドナーの援助動向           

他ドナーによる水産分野支援は日本の場合と内容が異なり、もっぱら技術協力が主体である。そ

の中身も漁業生産分野はなく、もっぱら、漁業資源の持続的利用、海洋の生物多様性保全、海面保

護区設置、気候変動適合対策等にかかる技術指導、啓蒙・研修に重点が置かれている。援助の概要

を表1.9に示す。 
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表 1.9 他ドナーの援助実績（水産分野） 

実施年 機関名 案件名 
援助 

形態 
協力内容 

1999～

2014 
NGO/Ocean Spirits 

ウミガメ保護プロジェ

クト 
技術協力 ウミガメの保護 

2003～

2011 

欧州経済協力機構/ 

世界貿易機構 
輸出用水産物品質改善 技術協力 

HACCP 研修：EU への輸出

可能国認定 

2006 
NGO/The Nature 

Conservancy  

海面保護区システムへ

の財務支援にかかる包

括的検証 

技術協力 

「グ」国の保護区システ

ムに対する継続的財政

支援計画 

2007 カリブ地域漁業機構 全国漁民組織設立諮問 技術協力 全国漁民組織設立 

2009 
東カリブ機構/世銀/地

球環境フランス基金 

海面保護区システム計

画 
技術協力 

法整備、組織化、管理計

画、財務、人材開発・研

修 

2009～

2013 欧州連合 

アフリカ、カリブ、太平

洋島嶼漁業管理プロジ

ェクト 

技術協力 漁業管理強化 

2010～

2012 
国連経済社会局 

グレナダ気候変動対応

研究 
技術協力 

水資源、沿岸生態系、再

生可能エネルギー 

2012 
フランス 

浮漁礁設置プロジェク

ト 
技術協力 表層浮漁礁の設置 

2012～

2016 
英国国際開発局 魚類保護区支援 技術協力 

魚類保護効果及び気候

変動への対応強化 

2013 米国野生動物基金 海面保護区施行訓練 技術協力 海面保護区施行訓練 

2013～

2015 
モロッコ 経済開発支援 技術協力 水産局職員訓練 

2013～

2023 国連機関 カリブ広域生態系管理 技術協力 

環境劣化の回復（沿岸・

浮魚資源、海岸・サンゴ・

生物多様性） 

2014 
ドイツ 

沿岸資源管理・海洋多

様性保全 
技術協力 

海洋保護区のための意

思疎通戦略・計画の開発 

2014～

2017 
ドイツ 

東カリブ海面保護区ネ

ットワーク 
技術協力 海面管理区の強化・拡大 

出典：調査団作成 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの責任官庁は農業・土地・林業・水産・環境省（以下、「農業省」）で、実施機関は傘

下の水産局となる。農業省及び水産局の組織を図 2.1、 図 2.2に示す。 

 

図 2.1 農業省の組織図（責任官庁） 

 

図 2.2 水産局の組織図(実施機関) 

水産局長

水産技官

（契約）

普及(1)

ゴーブ

水産センター

契約職員(8)

ビクトリア

水産センター

契約職員(3)

ワルサム

水産センター
契約職員(1)

ドクスン

水産センター

契約職員(1)

水産技官Ⅰ

普及(1)

グレンビル

水産センター

契約職員（11）

・サテーズ

水産センター

契約職員(3)

水産技官Ⅱ
漁具・漁法
訓練(1)

水産技官Ⅰ

管理補佐
品質管理(1)

メルヴィルス
トリート水産
センター(7)

グランマル

水産センター

（SIFHに管理委託）

水産技官Ⅱ

冷凍技術(1)

冷凍技術

補助員

契約職員

(1)

水産技官Ⅱ
海洋保護地域

管理(1)

海洋保護地域管理員

広報・監視
契約職員(2)

事務員

データ入力(1)

水産技官Ⅱ

資源管理・評価

(1)

事務員(1)

秘書

農業省大臣 

次官 技術支援機関 
IICA, CARDI, PRC 

農産物委員会 
 GFNC, GCFL, NAWASA 

上級主
任 

測量

局 
水産局 

伸展局 農業 
経済局 

家畜・獣医 
サービス

有害生物 
管理局 

生産化

学 

4H 

農業 
工学局 

土地区画･ 
土質研究局 

灌漑局 

農業 
機械局 

管理局   
 1 
・計画 

・農道 
・情報 
・ｴﾈﾙｷﾞ

管理局 
 2 
・財務 

・人材 
・登記 

林業･ 
国立公園
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水産局の総職員数は 46 名であり、6 つの水産センターには最低 1 名が配属されて運営管理にあた

っている。水揚げ量の多いグレンビル、ゴーブには水産局支所が置かれ、それぞれ 11名、8名の職員

が配属されている。ゴーブ水産センター配属の水産普及員 1名、グレンビル水産センター配属の冷凍

技術補佐 1名、MPA（海洋保護地域）担当の職員 3名、及び支部（地域水産センター）の運営管理職員

34名は農業省との契約職員である。  

なお、同国最大の水産物輸出を行っているグランマル水産センターは水産輸出会社 SIFH 社に運営

委託されており、職員は配属されていない。 

  
 2-1-2 財政・予算 

 過去 5年間（2009 ～2013年）の政府、農業省および水産局の予算推移を表 2.1に示す。 

水産局は農業省予算の 10％程度を維持している。水産局所管の各水産センターで運営管理に従事し

ている職員の人件費は農業省予算から支給されており、水産センターの運営に配慮がなされている。 

 
表 2.1 水産局予算の推移（2009～2013 年） 

単位：Million EC$  

年度 2009 2010 2011 2012 2013 

政府予算 495.9 519.9 446.0 457.8 441.0 

農業省予算 11.3 11.6 40.6 10.4 11.3 

水産局予算 1.7 0.9 1.0 1.2 1.3 

出典：水産局 

 
2-1-3 技術水準 

「グ」政府は2020年までにフロンガス全廃を目標に掲げており、現在使われているR22冷媒の設備

をアンモニアないしはR404aの設備に転換することを目指している。 

同国水産施設のうち、メルビルストリート魚市場とグレンビル水産センターの規模が比較的大き

い。両施設とも完成から10年以上経過しており、耐用年数が過ぎて交換された機材もあるが、現地

人技術者だけで交換工事を行ってきた。冷凍機や製氷機の交換には一定以上の技術力が必要である

が、水産局には長い経験と技術を有する技術者が複数いる。 

現地人技術者が今までに行ってきた修理工事は冷凍機の交換、製氷機の交換、モーター類の交換

等である。これに加えて、冷凍機のオーバーホール技術を身に付ければ冷却設備のメンテナンスに

必要な技術は網羅すると考えて良い。 

同国には大型のアンモニア設備を稼働させている水産物輸出会社があり、水産局技術者にはアン

モニア冷媒に対する心理的アレルギーは少ない。 

メルビルストリート魚市場は現在R22とR404aの異なる冷媒を同時に使用しているが、これは大変

危険であり、冷凍機油や冷媒を間違って充填すると事故を起こす可能性が大きく、冷媒を統一する

ことが必要と考える。 

アンモニアはR22と違って毒性が強く激臭もあるので、冷媒の性質をよく理解して取り扱う必要は

あるが、取り扱いは基本的にはR22と大差は無いので、R22設備を長年管理してきた技術者であれば

2～3か月の研修期間で、安全に管理することは可能である。 

 

2-1-4 既存施設・機材            

 日本の無償資金協力事業による水産施設に整備されている冷却設備・機材の現況を次項表2.2 に

示す。
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表2.2 対象水産施設に整備されている冷却設備・機材の現況 

規模 

機器設備(形式）/冷媒：①圧縮機、②
コンデンサー、③-1製氷機、③-2蒸発

器、 
④冷媒 

運転中の機器データ：LP:吸入圧
力、HP:吐出圧力、OP:油圧、LT:吸

入温度、HT:吐出温度 
技術員レベル 現況 

A. メルビルストリート魚市場：2001 年完成（12 年使用） 

製氷機                       
１トン／日ｘ2基                 
プレートアイス 

①レシプロ、半密閉型(7.5kw)、②空冷
式、③-1プレート結氷板、④R22 

2台とも取り外されている 

メンテナンス要員は
優秀。製氷機の換装
等を自力でやれる。 

よく使われていたが、故障によりアメリカ製に換
装。旧機の評価はできない。 

貯氷庫(フレーク用)            
約 25m3                  
(前室付き)-5℃ 

① レシプロ半密閉型(3.7kw)、②空冷
式、③-2ユニットクーラー(電気ヒータ
ーデフロスト）,④R22 

故障のため計測は出来ず。 － 

冷蔵庫                                  
約 40m3ｘ2室、-20℃ 

①レシプロ半密閉型(5.5kw)、②空冷
式、③-2ユニットクーラー（電気ヒー
ターデフロスト）、④R22 

1庫の冷却ユニットは、3年前にラ
ッセル社のユニットに交換。他の一
つは故障中のため計測できず。 

2基の内、1基は 3年前にアメリカ製ユニットに
換装（中古品）。他の 1基は日本製のままだが、
故障中。換装の要あり。 

B. ゴーブ： 2011 年完成（2 年使用） 

製氷設備 (貯氷庫 10ト
ン収容、約 40m3) 2トン
/日ｘ2基、                 
プレートアイス 

①レシプロ、半密閉型(7.5kw)、CP制御
油面センサー付、②空冷式、③-1プレ
ート、④R22 

1号機：9779時間運転。ピストンロ
ッドは焼き付き破損事故で止まって
いる（昨年 10月発生）                              
2号機：運転時間：6829時間  
LP/HP: 0.31Mpa /1.52Mpa、電圧：
AC395ｖ                

機械的機材は十分に
維持管理出来るが、
CP制御は出来な
い。 

カリブ 6国で最近投入された冷凍設備は冷媒が
R404aであり、ビッツアー製冷凍機である。潤滑
油が掻き揚げ式で周動部に入れ込むタイプは不具
合の発生頻度が高いと推察。セントルシア、ビン
セント、グレナダで合計 3台が事故、ないしはオ
イル漏れを起こしている。 

冷蔵庫                  
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(11kw)、②空冷
式、③-2ユニットクーラー(散水デフロ
スト)、④R22 

 － 

特に問題ない 

餌庫                  
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(5.5kw)、②空冷
式、③-1ユニットクーラー（散水デフ
ロスト）、④R22 

運転時間：1810hr、LP/HP: 
0.1Mpa/1.52Mpa、電圧：AC395ｖ 

ブラストフリーザ            
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(11kw)、②空冷
式、③-1ユニットクーラー（散水デフ
ロスト）、④R22 

運転時間：37時間、運転停止中 
37時間の運転（テスト 2回分）で故障発生。原
因不明。 

魚庫                  
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(5.5kw)、②空冷
式、③-1ユニットクーラー（散水デフ
ロスト）、④R22 

運転時間：1623hr                    
運転停止中 

特に問題ない 

第一緩慢凍結庫             
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(11kw)、②空冷
式、③-1ユニットクーラー（散水デフ
ロスト）、④R22 

運転時間：660hr、LP/HP: 
0.1Mpa//1.52Mpa、 OP:0.32Mpa、電
圧：AC395ｖ 

緩慢凍結式であるが、主力水揚げ魚種となってい
る大型回遊魚には不適である。 
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第二緩慢凍結庫             
約 50m3、-20℃ 

①レシプロ、半密閉型(11kw)、②空冷
式、③-1ユニットクーラー（散水デフ
ロスト）、④R22 

運転時間：100時間                    
運転停止中 

C. グランモール:：1997年完成（11年使用） 現在は輸出会社が運営（リース） 

製氷設備                
5トン/日フレークアイ
ス 

①レシプロ、半密閉型(22kw)、②空冷
式、③-1フレークドラム、④R22 

運転停止中及び時間計故障で不明 
民間会社が予備とし
て 1基（2基設置
中）を残している 

予備として民間会社が残しており、ほとんど使用
していない。 

貯氷庫 約 8m3 庫内温度は貯氷量で変動 － － － 

冷蔵庫                 
約 30m3ｘ2室、-20℃ 

①②圧縮機/コンデンサーの一体型、③
-2ユニットクーラー、④R22 

運転時間計無し。圧力計器読み取れ
ず 

この冷蔵庫を残し、
国内市場向け緩慢凍
結用として使用して
いる。 

よく使われているが、民間会社がメンテナンスを
行っている 

アンモニア製氷機            
30トン／日、フレーク
アイス 

①レシプロ、開放型、②水冷（蒸発
式）、③-１アトラスドラム製氷機、④
アンモニア この水産センターの運営に関し、政府は 2006年に水産物輸出会社とリース契約を締結。同社はセンター内レイ

アウトと冷却設備のアンモニア冷却方式への転換に関して全面的改造を行った。また、アンモニア冷却設備の
運転経験者としてフィリピン人を維持管理要員に採用した。施設運営の効率化のため、設備機材の部品入手に
は短期間で入手するよう心がけている。 

貯氷庫 約 200m3 庫内温度は貯氷量で変動 

アンモニア冷凍庫            
約 100m3、-20℃ 

①レシプロ、開放型、②水冷（蒸発
式）、③-１アトラスドラム製氷機、④
アンモニア 

D. グレンビル：2004年完成（10 年使用）。1994年に完成した水産センターは、現在全く使用されていない。 

製氷機                 
2トン／日ｘ1基、フレ
ークアイス 

①レシプロ、開放型 (11kw)、②空冷
式、③-1プレート、④R22 

運転時間：運転時間計なきため不明
だが、よく使われている。貯氷庫満
庫のため運転停止。 

メンテナンス要員は
日本人技術者の指導
を受けており、信頼
性高い。 

非常によく使われている。いろいろ故障が発生す
るが、開放型の特性を生かし、自力で補修し、運
転を継続している。部品供給必要。大西洋側の海
辺に面しており、設備劣化が早い。 

貯氷庫                 
約 35m3、-5℃ 

①②圧縮機/コンデンサー一体型、③-2
ユニットクーラー、④R22 

故障中で運転不能 修復の必要性低い。 

冷蔵庫                 
約 30m3ｘ２室、-5℃ 

①レシプロ、開放型(11kw)、②空冷
式、③-1プレート、④R22 

運転時間：1号機：20,987hr、2号
機：21,423hr。2号室は停止中、1号
室は自動停止中で圧力計測できず。 

非常によく使われている。いろいろ故障が発生す
るが、開放型の特性を生かし、自力で補修し、運
転を継続している。大西洋側の海辺に面してお
り、設備劣化が早い。 

出典：調査団作成 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況        

当該国の幹線道路はすべて舗装されており、プロジェクトでの物資輸送に支障は生じない。本プ

ロジェクトで設備機材を整備する際に留意する必要がある関連インフラは電気・水の整備状況であ

る。表2.3にサイト別の整備状況をしめす。 

 
表2.3 関連インフラの整備状況 

サイト名 給電 給水 

メルビルストリート 

電圧：3相400V（単相230V）、安定 水道水、安定 グレンビル 

ゴーブ 

出典：調査団作成 

 
2-2-2 自然条件 

本島南西部に位置する首都セントジョージズと東北部に位置するグレンビルにおける気温差はほ

とんどなく、年間を通して平均最高気温は 30℃程度、最低気温は 26～28℃である。6～11月頃の雨季

にはやや降雨日、降雨量が多くなる傾向があるものの、年間降雨量は 1,500mm程度と少ない。風向は

通年では貿易風の影響と思われる東北東 および東の発生頻度が高く、この 2 方向で全体の 80%程度

を占めている。風速は秒速 5m 以下、出現率が 81％程度であり、ハリケーン襲来時以外は穏やかであ

る。グレナダの自然条件が本案件の実施に及ぼす影響はほとんどないと判断される。 

 

 2-2-3 社会環境配慮 

本プロジェクトの主要なコンポーネントは既存の水産施設に配備されている冷却設備の更新であ

るため、通常の施設建設時に配慮されるべき事項は以下の3点のみである。 

① 水産施設の冷却設備は日常的に利用されているため、機材の更新・交換の際に発生する据付け

工事で運転を止めると利用者は漁獲物を保冷できなくなる。盛漁期と閑漁期での水揚げ量に

差があるため、盛漁期に冷却設備の運転を止めるような工事スケジュールは避けるべきであ

る。また、工事期間中に発生する漁獲物の保冷需要への対処策を講ずる必要がある。 

② 冷蔵設備の更新・交換により、既存設備が解体・除去される。これらには、未だ利用可能な部

品が多数残存しているので、解体時にそれらは契約業者により仕分けされ、工事現場近くに野

積みされる。「グ」国は最終的処分方法を決定後、それらを適正な場所に移転・保管ないしは

廃棄する必要がある。 

③ 本プロジェクトでは冷却設備の更新・交換に際し、現行のフロン系冷媒はアンモニア転換され

る。この場合、解体時にフロン系冷媒をボンベに充填・保管し、大気への流出を防止する必要

がある。 
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2-3 その他 (グローバルイシュー)  

本プロジェクトでは既存水産施設に配備された冷却設備のうち、老朽化などにより不具合が生じ

ている冷却設備の更新などを計画するが、更新に伴う冷媒選定ではモントリオール議定書に定めら

れた内容を配慮する。 

同議定書ではオゾン層破壊や地球温暖化に悪影響を与えるフロン系冷媒（R22等）ないしは代替フ

ロン冷媒（R404a等）の生産・使用を段階的に廃絶ないしは削減するとしており、現時点での国際

的合意内容は以下の通りである： 

＊フロン系冷媒の撤廃期限：2020年（途上国は2030年） 

＊代替フロンの排出レベル：未定。ただし、2030年（途上国は2040年）までには大幅削減で合意

される可能性大。 

本プロジェクトでは、オゾン層破壊や地球温暖化に悪影響を与えない冷媒として現在の技術水準

で最も現実的と考えられるアンモニアの採用を検討する。ただし、計画対象となる既存冷却設備は

老朽化の度合い、故障の程度、冷却機材の規模等、異なる状況下に置かれているため、以下のケー

スで採用冷媒を検討し、最終的に「グ」国側の意向に基づき決定する。 

＊アンモニアに転換するケース 

＊代替フロンに転換するケース（当面、アンモニアは回避するが、撤廃期限の近いフロン系冷媒

の使用は中止する） 

 ＊現行冷媒を継続使用するケース（機械寿命まで、現行設備を継続使用する） 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要           

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

「グ」国は、水産分野の開発計画として、目標達成期間を 10年間とする「グレナダ国漁業政

策：2012」を制定しており、以下の 5目標と課題からなる 

目標 1：漁業者の地位および能力の強化 

課題： 

漁業認可・登録、漁民組織化促進、漁業者の商業的知識の改善、資源の共同管理に向けた

準備、海上での安全確保、漁業者の自立心の育成 

目標 2：持続的利用が可能な形での水産資源の管理・保全 

課題： 

大型回遊魚の持続可能な形での利用、国際的履行義務に対する合理的対応、底魚・小型浮

魚資源の持続可能な形での利用、効率的なデータ収集・分析、報告システムの構築、不法

漁業のモニタリング・監視・監督・削減、海面保護水域：政策として 2020年までに沿岸部

20％を保護水域とする、漁業管理にかかる生態学的アプローチを実際に可能な場所で適用 

目標 3：水産部門固有の開発潜在力の実現 

課題： 

経済的便益の最大化（流通ロス削減等）、水産食品加工と輸出、養殖振興、助成金と免許 

目標 4：貧困層の生計維持手段としての機能 

課題： 

伝統的漁業に根差した暮らしの維持、海面保護水域内での零細漁業の許可等、漁業とより

広範な経済活動との相互作用  

目標 5：広範な経済社会との相互関係の構築 

課題： 

漁業と観光・レジャー産業との相互作用、環境保護対象として知名度の高い魚種の保全（カ

メ、マンタ、カジキ、サンゴ礁生態系など）、観光魚市場 

この中で中期的には近代的技術及び流通インフラへの投資が主要な役割を果たすとし、また

資源の適正管理の重要性が述べられている。    

本プロジェクトは上記目標達成の一端を担うものとして、既存水産施設での流通機能の改善

を図ることで、中期的に水産物流通構造の現状を維持し、また漁業管理用機材の導入を通じて

水産資源の持続的利用に資することを目標とする。 

なお、当該プロジェクトの主要な内容となる流通機能維改善は短期的に効果が発揮されるた

め、目標年次は事業完成 3年後とする。  

 

(2) プロジェクト概要 

本プロジェクトは上記目標を達成するために、過去に日本が支援した７サイトの内、要請の

あった 3サイトの水産施設に配備された大型機材（製氷機等の冷却設備を含む）にかかる更
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新・拡張を主眼とし、その他、管理漁業の促進に資する漁業管理用機材の導入を検討するもの

である。 

なお、主要な設備機材は冷却設備であるが、これらの更新に際しては冷媒にかかるモントリ

オール議定書に基づく撤廃期限を考慮に入れた計画とする。また、撤廃対象とならないアンモ

ニア冷媒への転換方法や必要な技術移転などを考慮した計画内容とする。 

 
3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針               

本無償資金協力は、非効率な水産物流通の改善ならびに沿岸水域における適正な漁業管理に資する

ため、「グ」国政府の要請、現地調査・協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき計画する。 

  

（1）基本方針 

本プロジェクトは既存水産施設に整備された冷却設備の内、喫緊に更新・改修が必要なもの

が対象となる。当該国における 2008年以降の水揚げ量の傾向には若干の変動はあるものの同

じ水準が維持されていると判断されるため、本プロジェクトでの機材改善は以下の方針で臨

む。 

- 当該国の鮮魚流通に大きな影響を与える設備機材で改善が必要なものを計画対象とする。 

- 改善規模は既存施設規模の維持を基本とする。 

- 機材更新に際し、採用冷媒の選定を検討する。モントリオール議定書の内容を念頭に対象

国政府の意向を踏まえながら現行のフロン系冷媒から自然冷媒アンモニアへの転換を優

先して検討する。 

- アンモニア導入の場合、冷却設備の安全且つ持続的運用を実現するため、施工期間中、メ

ンテナンス要員に対して組立・設置、試運転、本格運転の各段階で技術移転を徹底する。 

一方、当該国は沿岸資源の停滞傾向がみられ、漁業管理に繋がる機材導入を要請してい

ることから、以下の方針で対象機材を選定する。 

- 沿岸漁業の適正な漁業管理に資する機材 

- 現在実施中の技術協力プロジェクト「カリブ地域における漁民と行政の共同による漁

業管理」（Caribbean Fisheries Co-management Project: 以下CARIFICOという）との

連携が想定される機材 

  

(2) 機材設置に係る設計方針 

1) 自然環境条件に対する方針 

各対象サイトは過去に日本の支援で水産施設が建設された際に自然条件調査が実施されて

いるため、本調査では新たな自然条件調査を実施していない。対象サイトの自然条件は関連

調査報告書に記載されている条件を適用する。表3.1にサイト別自然条件を示す。 
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表 3.1 各サイトの自然環境条件 

項目  メルビルストリート グレンビル ゴーブ 

気温 ℃ 最高気温 30.0～32.0 、最低気温 22.0～25.0 

湿度 % 70.1～81.0 

年間降雨量 mm 沿岸部 1,300～2,500、内陸部/高地 4,000  

風向/風速 m/s 東北東～南東/ 2.5～2.5 

地震量（水平地震係数） 0.14 (カリブ統一建築基準より) 

土質 
表層 サンゴ砂 粘土層 砂礫まじり砂層 

基礎 岩層 シルト 砂層ベッド 

出典 BDR(1998) BDR(2000) 
BDR(2009) 

詳細設計(2011) 

注： BDR：基本設計調査報告書(カッコ内数字は報告年度) 

当該国はハリケーンの通り道であると共に、近年は地球温暖化の影響とみられる異常降雨も

発生していることから気象状況に十分配慮した作業計画とする。 

2）社会経済条件に対する方針 

本プロジェクトの施工時、特に冷却設備更新時には既存設備の運転を止めて据付け工事を行

う必要があり、工事期間は冷却設備の利用ができなくなる。そのため、工事は盛漁期を避け、

閉漁期に行うこととする。また、各サイトの工程をずらすことによって、各サイトの工事期間

中は、近隣で稼働している他施設の利用が可能となるよう配慮する。特にグレンビル水産複合

施設は総水揚げ量の 20% 強が集中するため、利用者負担を可能な限り軽減する。 

3） 調達事情／建設事情に対する方針 

a） 機材 

本プロジェクトでの主要機材は冷却設備機材であり、すべて国外調達となる。冷凍機（コ

ンプレッサー）については、現場修理が困難な半密閉型のもの（欧州製でよく見られるもの）

ではなく、現地での修理が比較的容易な開放型機材（日本製によく見られる）を採用する。 

中層 FAD については、メーカーによる 10 年保証が可能な製品は日本製しかないため、日

本調達とする。 

b） 付帯工事等 

付帯施設、設備等は現地建設業者による工事となることから、付帯施設、設備等の資機材

は現地で入手可能なものを前提とし、現地建設業者が慣習的に行う工法を可能な限り採用す

ることとする。 

ii) 付帯工事における工法に対する方針 

現地の一般的な建築物の構造から、鉄筋コンクリート造・コンクリートブロック造につ

いては慣習的に問題無く施工できると思われる。また、仕上げに使用するセメントモルタ

ルに関しても一般的に利用されている工法である。現地で施工できる鉄筋コンクリート造

の躯体にブロック造の壁を計画し、屋根については耐塩仕様の着色鋼板を基本仕様とする。 

 

iii)現地業者の活用に係る方針 

工事現場の視察結果から、同国内では鉄筋コンクリート工事に関わる配筋・型枠・打設

工事には問題が無く、鉄筋のかぶり・スパン等に配慮をすれば、現地職人は充分に対応可

能な技能を有すると判断される。しかるに鉄骨工事については、軽量材の扱いは慣れてい
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るものの、複雑な重量鉄骨に関する加工等の技能については熟練度が低い。このため、現

地建設会社の活用範囲を「グ」国内企業のほかにカリコム共同体まで広げ、その技術力及

び工事労働力の供給能力を確保する。 

4) 運営維持管理に対する対応方針 
過去に整備された日本製冷却設備では、構成機材の部品調達に数か月かかった事例がある

ことから、本プロジェクトでは主要な機材の部品については製造国にかかわらず予めスペア

も含めておくこととする。 

一方、中層 FADは一旦設置すると、基本的に維持管理の必要が無い。また、冷蔵車等の車

両部品については、調達に大きな障害は生じないと判断される。 

5) 機材グレードの設定に係る方針 

本プロジェクトでは、過去に日本の協力により整備した設備機材の更新が中核となってい

るため、機材グレードは既存機材を基準とする。 

6) 調達方法、工期に係る方針 

「3）調達事情／建設事情に対する方針」及び「5）機材グレードの設定に係る方針」を踏ま

えると、諸条件を満たす主要機材の多くは日本製となり、調達地についても日本が適当と考え

られる。一方、本プロジェクトで現地では入手が困難な交換部品を十分に準備する。また、同

国は盛漁期（3月-7 月）と閉漁期（8月-2月）で水揚げ量が最大 3倍違うことから、現地での

据付工事等をできるだけ閉漁期に集中させる工期とする。 

   

3-2-2 基本計画（機材計画）         

(1) 要請機材内容 

要請機材を大別すると、①冷却設備の更新及び②適正な流通・漁業管理に資する機材調達とな

っている。表 3.2 に要請機材リストを示す。 

 

表 3.2 要請機材リスト 

サイト名/機材の分類 機材名（更新/新規） 数量 

1 メルビルストリート 

  1-1 冷却設備 製氷機・冷蔵庫・冷凍庫(冷媒：アンモニア)(更新)     1式 

2 グレンビル 

  2-1 冷却設備 製氷機・冷蔵庫・冷凍庫(冷媒：アンモニア）(更新)    1式 

3 ゴーブ 

  3-1 冷却設備 冷凍機  (交換・補強） 1式 

4 水産局管轄 

  4-1 漁業管理用機材           

  4-1-1 VMSトランスポンダー(新規) 1式 

  4-1-2 中層浮漁礁(新規) 3式 

  4-1-3 多目的漁船(新規) 1隻 

  4-1-4 ソデイカ試験操業用漁具(新規) 1式 

  4-1-5 漁業データ・分析用PC、サーバー(新規) 1式 

  4-1-6 漁民遭難防止訓練プログラム用機材(新規) 1式 

  4-1-7 環境調査用機材(新規) 1式 
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(2) 要請内容の検討結果 

「3-2-1 基本方針」に従い要請内容、現地の施設状況、グレナダ国政府との協議に基づき、本

プロジェクトで対象とする設備機材を以下のように計画した。 

1) メルビルストリート及びグレンビルについては冷却設備の経年劣化が進行しているた

め設備機材の全面的更新を行う。現行能力を踏襲する。その際、「グ」国政府側の要

望も踏まえ、フロン系冷媒を自然冷媒であるアンモニアに転換する。 

2) ゴーブは故障した製氷用冷凍機を交換する。現行の冷凍規模を踏襲する。その際、故

障原因となった電子制御油面センサーを廃し、アナログ式センサーに転換して事故の

再発を防止する。そのほかにも、同種の冷凍機4基が稼働しているため、各冷凍機に

補助オイルタンクを設置して類似事故の再発を防止する。 

3) 表層FADに代わり長期使用に耐える中層FADを導入する。大西洋側、カリブ海側に合計

3基設置する。 

4) 水産局とその他3か所（メルビルストリート、グレンビル、ゴーブ）に漁業情報処理

用PC及びサーバーを導入する。 

5) 水産局に沿岸海域の環境測定用機材を導入する。 

なお、要請内容には多目的漁船、VMSレスポンダーがあり、必要性は認められたが年間運用計

画が明確でないため本プロジェクト対象外とした。また、ソデイカ試験操業用漁具は多目的漁

船が対象外となったため、同じく対象外とした。海難防止訓練用機材は本プロジェクトの目標

に沿ったものではないため本プロジェクト対象外とした。 

 

3-2-3 概略設計図              

計画機材リストおよび計画サイト別敷地図・機材レイアウト図を以下の事項（1）、（2）に示す。 

(1) 機材内容・規模 

3-2-2（2）の検討結果より、計画機材リストを表3.3に示す。なお、要請内容では、機材名

と数量（セット数）が示されているだけであるが、冷却設備は複数の構成機材の組み合わせ

となるため、これら構成機材も表示する。 

 

表 3.3 計画機材リスト 

サイト/機材名 構成機器名 数量 

メルビルストリート 

1 

冷却設備 1式 

1-1 

製氷設備 1式 

1-1-1 製氷機用冷凍機（コンプレッサー） 2 

1-1-2 製氷機 （フレーク型、2トン/日型） 2 

1-1-3 蒸発式コンデンサー 1 

1-1-4 貯氷室 5,160mm(L) x 2,700mm(W) x 2,200mm(CH) t=100mm 1 

1-1-5 コントロールパネル 2 

1-2 

冷凍庫・冷蔵庫 1式 

1-2-1 冷凍機（コンプレッサー）（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 

1-2-2 冷却ユニット（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 
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1-2-3 蒸発式コンデンサー 1 

1-2-4 冷凍・冷蔵室 4,700mm(L) x 5,400mm(W) x 2,200mm(CH) t=100mm 1 

1-2-5 デフロストタンク 1 

1-2-6 コントロールパネル（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 

1-3 アンモニア検知器・スプリンクラー 1式 

*1 

付帯工事 1式 

*1a 新機械棟 1式 

*1b 幹線工事 1式 

グレンビル 

2 

冷却設備 1式 

2-1 

製氷設備 1式 

2-1-1 製氷機用冷凍機（コンプレッサー） 2 

2-1-2 製氷機 （フレーク型、1トン/日型） 2 

2-1-3 蒸発式コンデンサー 1 

2-1-4 貯氷室 3,600mm(L) x 2,700mm(W) x 2,200mm(CH) t=100mm 1 

2-1-5 コントロールパネル 2 

2-2 

冷凍庫・冷蔵庫 1式 

2-2-1 冷凍機（コンプレッサー）（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 

2-2-2 冷却ユニット（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 

2-2-3 蒸発式コンデンサー 1 

2-2-4 冷凍・冷蔵室 4,800mm(L) x 2,500mm(W) x 2,200mm(CH) t=100mm 

 

2 

 2-2-5 デフロストタンク 1 

2-2-6 コントロールパネル（冷凍庫用・冷蔵庫用） 2 

2-3 アンモニア検知器・スプリンクラー 1式 

ゴーブ 

3 

製氷設備 1式 

3-1 製氷機用冷凍機（コンプレッサー） 1式 

3-2 製氷機用外付オイルタンク 1式 

3-3 凍結装置用外付オイルタンク 3式 

水産局 

4-1 中層FAD  

 

3式 

4-2 

漁業統計用PC 

 

 

 

1式 

4-2-1 PC 

 

8台 

4-2-2 サーバー 

 

1台 

4-3 環境調査用機器 

 

1式 

 
 
(2) 各サイト敷地図及び機材レイアウト図 

計画サイト別の配置図・機材レイアウト図を図3.1～図3.6に示す。なお、計画3サイトはメ

ルビルストリート、グレンビル及びゴーブである。 
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3-2-4 施工計画・調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針       

本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力によって実施されることから、実施に当たっては

「グ」国側実施機関、日本側コンサルタント及び機材調達・据付を行う契約業者間で充分な意見交

換を行い、無償資金協力としての円滑な実施を図る。 

(1) 業務実施の基本方針 

本プロジェクトの実施は、日本国関係機関の検討を経た後に、日本国政府の閣議決定を必

要とする。閣議決定後、両国間にて事業実施に係る交換公文(Exchange of Note: E/N)が締結さ

れた後、以下の原則に従って実施される。 
1）本プロジェクトは日本国民の税金を原資とし、日本国の予算制度の下で日本の無償資金協

力制度に沿って実施される。 
2）「グ」国政府は、実施において本邦コンサルタントと契約し、本準備調査の結果に基づ

き、入札補助業務及び施工監理業務を委託する。 
3）「グ」国政府は、上記コンサルタント協力の下、一般競争入札により日本法人の商社また

はメーカーを選定し、一括請負契約を結び本計画機材の調達・据付を発注する。 

(2) 調達の基本方針 

1) 機材調達により配送された水産関連機材の一時保管場所を保管倉庫または対象施設敷地内

に確保し、盗難及び据付工事の事故防止に努める。 
2) 水産関連機材整備における開梱・搬入等の荷役作業は現地一般労働者を活用する。機材の

組立て・据付にはメーカー技術者を本邦より派遣する。また、作業全体の工程管理を行う

ことを目的として管理技術者を本邦より派遣する。 
3) 付帯設備工事は、高度な管理を伴うものが多くあるので、建築管理技術者を本邦より派遣

する。 

(3) 相手国事業実施機関 

本プロジェクト実施に係る「グ」国側の責任官庁は農業省であり、実施機関は同省傘下の

水産局である。 
 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項  

(1) 機材 

本プロジェクトで調達される水産関連機材が対象3サイト及び中層FAD3サイト、合計6サイ

トにおいて適切に運用され、「グ」国漁業の持続的発展に十分寄与するためには、利用者が機

材についての正しい操作方法や維持管理方法を習得しておくことが重要である。従って主要

調達機材については取扱い説明書を附すとともに、技術者派遣による初期運転とメンテナン

スかかる指導と訓練を十全に行う。 

(2) 付帯工事 

現地建設会社への聞き取り調査では、建設会社数は少なく、また規模も１会社あたりの雇

用者数が15人～20人程度である。大工、鉄筋工、組積工などの一般工の確保が難しく、重機

運転手、電気・機械・配管工等の技能工に関しては非常に限られている。本プロジェクトの

付帯工事は、既存施設の改修、小規模な機械棟の増築等比較的小規模な工事内容であるが、

無償資金協力事業としての最低限の品質を確保するために、過去の無償案件でサブコントラ
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クターとしての経験を有する会社が工事に参画することが望ましい。 

現地およびカリコムカリコム (CARICOM: カリブ共同体)地域内で本件工事を遂行できる建

設業者を表3.4に示す。 

表3.4 建設会社名 

グレナダ国 カリコム地域 

・Best Quote Construction and Engineering Services 
・Creative Design & Building Construction Co,. Ltd. 
・Quinn Company Limited 

· DEVCON (TCI) Ltd.  
(Antigua) 

出典：調査団作成 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分    

 協力対象事業を円滑に実施するため、日本側と「グ」側の調達・据付けにかかる業務負担区分

を表3.5に示す。 

表3.5 業務負担区分 

 業務内容 
日本国

川負担  

対象国

側負担 

1 工事中の設備運転停止にかかる施設利用者への説明・合意   ● 

2 必要に応じた敷地内障害物撤去   ● 

3 設備機材設置工事 ●   

4 既存設備機材の撤去時に発生する廃棄冷媒のボンベ貯蔵 ●  

5 廃棄冷媒充填後のボンベ撤去・保管   ● 

6 取り外し後の既存設備機材のサイト外への撤去・保管  ● 

7 日本の銀行との銀行取極め（B/A）     

1)A/P 締結   ● 

2) 支払手数料   ● 

8 裨益国における陸揚げ港での荷下ろし及び免税措置の確保     

1) 日本から裨益国までの生産物の海上輸送/空輸 ●   

2) 陸揚げ港での生産物の免税措置及び通関措置   ● 

3) 陸揚げ港から敷地までの内陸輸送 ●  

9 認証された契約に基づく生産物や職務、及び施設の供給に関連して必要と

されるおよび本邦人の職務に対する免税措置   
● 

10 契約工事者がセントルシア国で調達する資材・機材並びにサービスに対す

る支払に関する国内税等の免税措置  
 

11 本邦人の役務に課せられる関税、国内税、付加価値税、その他財政課税

金の免税措置  
● 

12 無償資金協力により整備された施設機材にかかる適正かつ効果的な運営維

持管理   
● 

13 無償資金協力で負担される機材の調達・輸送・設置に必要な費用以外のすべ

ての費用負担   
● 

（B/A: 銀行取り決め ；A/P 支払授権書）   
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 実施設計及び入札関連業務時の業務内容 

本プロジェクトは、日本国政府と「グ」国政府間での交換公文(E/N: Exchange Note)の締

結後、JICAと「グ」国政府間で贈与契約(G/A: Grant Agreement)が交わされた後に開始とな

る。同国の責任官庁(農業省)と日本国のコンサルタントの間でコンサルタント契約が結ば

れ、以下の業務が実施される。 

1) 実施設計 

コンサルタントは実施設計において下記の項目を含む業務を実施する。 

・入札図書(技術仕様書、設計図書)の作成 

・技術情報の提供 

2) 業者選定 

入札図書の完成後、コンサルタントの補助を受け、責任官庁は一般競争入札により以

下の手順で日本の業者の選定を実施する。 

・入札公示 →入札評価 →契約交渉 

業者選定後、コンサルタントは農業省及び水産局の責任者と密接な連絡をとり、関係機関

による免税措置、予算措置の実施を促す。 

一方、調達業者から提出される製作図面等を精査する。制作・据付工事必要図書は表3.6

の通り。 

 

表3.6 制作・据付工事必要図書一覧 

製作図、カタログ、据付け計画書、施工図、工程計画、 

調達・施工体制計画図、仮設計画、品質管理計画、調達計画 

安全管理計画、環境対策計画 

 

(2) 施工監理計画 

本事業の主要対象である冷却設備は付帯施設、設備との関連が大きい。また、本事業にお

ける付帯施設の工事は、サイト毎に多様な計画となっている。よって、付帯施設の施工監理

では、品質管理や据付機材と既存設備との微妙な調整等を円滑に行うため、建築の知識を十

全に有する建築技術者をスポット監理で派遣する。 

同監理者は、本事業と並行して遂行される近隣2国(セントルシア国、及びセントビンセン

ト及びグレナディーン諸島国)での付帯施設工事：コンデンサー等の基礎、新機械棟の建設工

事及び設備工事等で、地元建設業者の仕事の進め方、技能等を比較参照し、本事業にフィー

ドバックするため、同一監理者とする。 

 

(3) 調達監理計画 

本プロジェクトは閉漁期中に行う必要性があるが、冷却設備等の据付工事が3サイトに跨る

ことから複数サイトで工事が重複して行われる期間がある。また、アンモニアへの冷媒変更

に伴う操作、運用等、冷却設備等に係る高度な指導が必要となることから、専門技術知識を

もつコンサルタントが機材到着から据付完了まで常駐監理し、作業確認・検査等の監督業務

を進める。 
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常駐監理者は調達、据付工事実施期間において業者側と定例会議を行い、工程の進捗状

況・品質・出来形、および安全管理について確認・協議・指示を行う。また、据付工事の着

工から竣工までの間、月例報告書を作成し、相手国実施機関、JICAへ提出し、進捗状況を共

有する。 

 

3-2-4-5 品質管理計画        

本工事に使用する材料の品質管理に関する項目、内容及び方法、品質規格、測定頻度及び結果

の整理方法等は、特記仕様書(入札図書・図面・質疑応答等)に基づくものとする。ただし、現地で

はCUBiC、ASTM、AWWA及びBS等が一般的に使用されているため、これらの基準も勘案する。 

付帯施設工事の品質管理は建築工事標準仕様書・同解説JASS5(日本建築学会)、建築工事共通仕

様書(国土交通省)、建築工事監理指針(国土交通省)及び日本工業規格(JIS)をもって行う。 

契約業者により調達される機材の品質を確保・確認するための留意点は以下の通り。 

1) 主要機材については工場出荷前検査を実施する。また、サイトにおける機材配布前の一時保

管場所を確認し、降雨や日射等による影響を受けない場所を確定し、コンテナ内での製品劣

化を防止する。 

2) 付帯施設については、工事月報等での報告を徹底し、設計仕様との齟齬が生じないように留

意する。 

3-2-4-6 資機材等調達計画        

１）機材 

冷却設備全般、中層FAD等、本プロジェクトの主要機材は日本製を基準とするため、維持管

理上以下の点に留意する。 

① 本プロジェクトでは冷媒をR22からアンモニアに転換する施設がある。これまで使用し

てきたフロン系冷媒とアンモニア冷媒ではその運用・維持管理方法に異なる部分があ

るため、アンモニア冷媒機器の取扱いに熟知した契約業者により据付の段階から十分

な時間をかけて、運転操作・維持管理技術を先方メンテナンス要員に直接指導するこ

とが最適である。 

② 資機材が使用されるカリブ地域は日本とは違い自然条件やインフラ状況の厳しい環境

なので、熱帯地域で実績のあるものの導入に留意する。 

③ 小型冷凍機等は現在では密閉式や半密閉式が主流になっているので、小型のものは半

密閉式を使用し、開放型のある場合は極力開放型を選定する。 

④ 電気的制御に関し、コンピューター制御は現地で修理不能なので採用しない。故障の

際、現地でも修理可能な制御方式を採用する。 

 

2）付帯施設 

本プロジェクトの付帯工事は小規模のためコンクリートは、現場練とする。。コンクリート

ブロックは「セ」国内で生産されている。鉄筋・鉄骨は輸入物であるが、小・中規模の建築物

に対応する原材料は揃っている。屋根材料は、変形の瓦棒葺きを扱っており、ほとんどの住宅

で使用されているが、強度のあるタイトフレームを利用した折板は現地では普及していない。

又、防水工事に必要と考えられるコーキングの利用は一切見かけない 

基本的には現地材料の使用を計画するが、防水工事に関わる材料は、日本製品或いは第三国

製品を検討する。 
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3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等の計画  

本プロジェクトにおいて最も留意すべき技術移転はアンモニア設備の運転技術である。これには

日常的な運転技術のほか、機械の定期的オーバーホールの技術が含まれるため、実際の組立て・設

置工事を含まないソフトコンポーネントでは技術移転が不十分である。現場での運転経験に富んだ

メーカー側技術者による組立て・設置にメンテナンス要員を参画しながらの留意点の指摘や運転指

導が不可欠である（アンモニア設備のメンテナンスで最も重要なドレーン抜き作業は、運転開始 2～

3週間後に、冷凍機から漏洩した油分と冷媒の混合物が配管内にドレーンとして滞留する時期にその

排出除去方法を教える）。このため、機材設置工事段階から具体的な部品組み立てとその留意点を

実地体験できるような技術移転を実施し、アンモニアという冷媒が内在する危険性を完全に排除す

る。 

したがって、本プロジェクトではソフトコンポーネントは計画しない。 

メンテナンス要員の技術研修は組立・設置、試運転、本格運転の各段階でメーカー技術者による

指導を受ける。研修方針は以下の通り。 

－1 か所につき運転要員各 2～3名で研修する。 

－組立・設置、試運転、本格運転の各段階の研修とする。 

－全研修期間を 3か月とする。必要研修期間の設定根拠は別添資料-2を参照。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画    

前述3-2-4-7で述べた通り、本プロジェクトではソフトコンポーネントを計画しない。 

 

3-2-4-9 実施計画            

日本政府の無償資金協力による本プロジェクトは以下の段階を踏んで実施される： 

両国間の交換公文(E/N)締結→コンサルタント契約→実施設計→入札図書の作成・承認→機材調

達に係る入札及び業者契約→機材調達及び付帯工事の着手・完了 

(1) コンサルタント契約 

日本国法人コンサルタントは、本協力対象事業の実施設計及び施工監理業務に関するコン

サルタント契約を、「グ」国責任官庁の農業省と締結し、日本国政府の契約認証を受ける。 

(2) 入札図書作成と承認 

コンサルタント契約認証後、コンサルタントは準備調査報告書に基づき詳細設計を行い、

入札図書を作成する。なお、概略設計時に作成された機材仕様書については、「グ」国の状況

変化の有無、機材の生産中止及び法規制申請等の確認を行い、必要に応じ修正を行う。 

入札図書作成完了後、入札図書の説明を農業省に対して行い、承認を得る。 

(3) 入札及び業者契約 

入札図書の承認後、入札参加希望者を日本国内において新聞公示により召集し、入札図書

配布を行う。配布後、45日間の機材調達に係る積算期間をとり、関係者立会の下、一般競争

入札を行う。入札にあたっては、技術書類の審査を行い、これに合格した応札者のみの金額

札を確認し、最低金額提示者が契約交渉に臨めるものとする。 

交渉の結果、問題がないと判断された場合には、「グ」国農業省は機材調達に係る業者契約

を締結する。 
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(4) 機材調達 

日本国政府による業者契約認証後、契約業者は調達業務を実施すると同時にコンサルタン

トは調達監理業務を開始する。機材調達に係る作業期間は、実施設計4か月、施工・調達11か

月、合計15か月と見込まれる(表3.7参照)。 

 

表3.7 事業実施工程表 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

実施
設計 

                        

                        

                        

                        

施工 
・ 
調達 

                        

                        

                        

                        

                        

 

3-3 相手国側分担事業の概要        

本プロジェクトに関する日本側と「グ」国側の業務負担区分は、表3.5「施工区分/調達・据付区

分」に記載した通りである。以下に、「グ」国側の分担事業の概要を示す。 

1) 工事中の既存設備運転停止にかかる施設利用者への説明・合意 

冷却設備機材の更新には、既存機材の撤去、新しい機材の据付け工事が発生する。この

ため、冷却設備全体の運転を工事期間中停止する必要がある。施設利用者はその間冷却設

備からの便宜を受けられなくなる。この点につき、実施機関（水産局）は工事が始まる以

前に施設利用者に関連事項につき説明し、対応策を検討し、運転中止にかかる合意を得て

おくこと。 

2) 必要に応じた敷地内障害物撤去 

設備機材の設置工事が開始される前に、工事契約者との協議を通じて敷地内障害物を必

要に応じて撤去すること。 

3) 廃棄冷媒を充填したボンベの撤去・保管 

冷却設備機材の更新に際し、既存機材の撤去工事が行われる。その際、冷却設備内に充

填されている冷媒の除去をする必要がある。廃棄冷媒は工事契約者によりボンベに注入さ

れる。これらボンベの撤去・保管について、水産局は事前に環境関連機関と保管の方法・

場所につき協議・合意し、それに沿ってボンベを撤去すること。 

4) 取り外し後の既存設備機材のサイト外への撤去・保管 

 設置工事中に取り外される既存冷却設備の機材、配管、バルブ等は工事契約者により仕

分けされて直近の空地に野積みされる。この中には未だ使用可能なものも含まれているの

で、水産局はそれらをどのように処理するかを決めた後、しかるべき場所に撤去・保管す

ること。 

(現地調査) 

(国内作業) 

(入札図書承認) 

(入札業務) 

(機材製作図作成) 

(機材製作) 

(付帯工事、据付、操作・運用指導) 

(機材輸送) 
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5) 日本の銀行との銀行取極め（B/A） 

日本及び「セ」国両国による交換公文締結後、「セ」国政府は口座開設を含む銀行取極め

（B/A: Banking Arrangement ）を日本の銀行と締結すること。 

6) 支払授権書（A/P） 

「セ」国政府は、銀行取極めをした銀行に対し、支払い授権書（A/P: Authorization to 

Pay）の通知手数料および支払手数料を支払うこと。 

7) 陸揚げ港での製品の免税措置及び通関措置 

無償資金協力で調達される機材にかかる「セ」国内陸揚げ港での荷下ろし、免税及び通

関手続きを迅速に実施すること。 

8) 契約工事者がセントルシア国内で調達する資材・機材並びにサービスに対する支払に関する

国内税等の免税措置 

9) 本邦人に対する免税措置 

認証された契約に基づく製品および役務の供給に関連して「セ」国内で日本国民に課さ

れる関税、国内税、付加価値税およびその他の税金を免除すること。 

10) 本邦人の出入国および滞在に係る便宜供与 

「セ」国政府は、認証された契約に基づく製品や役務の供給に係る日本国民の役務につい

て、そのための入国および滞在に必要な便宜を与えること。 

11) 無償資金協力により整備された施設機材にかかる適正かつ効果的な運営維持管理 

「セ」国政府は、本プロジェクトの実施に必要な要員と運営維持管理費を確保し、無償資

金協力によって調達される機材の適正且つ効果的な運用と管理を図ること。 

12) 無償資金協力で負担される機材の調達・輸送・設置に必要な費用以外のすべての費用負担 

 

3-4 プロジェクトの運営維持管理計画    

(1) 要員計画 

本プロジェクトによる設備機材の更新で新たな要員配置や新規雇用は発生しない。ただし、

冷媒をアンモニアに転換するため、機材の設置・据付け段階から始まる技術研修を現有メンテ

ナンス要員に受講させることが必要不可欠である。 

 

(2) 維持管理体制 

本プロジェクトで整備される冷却設備機材は既存機材の更新のみであるため、従来通りの維

持管理体制が採られる。 

 

  

G-39 



グレナダ国 

3-5 プロジェクトの概略事業費      

3-5-1 協力対象事業の概略事業費     

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、約488.8百万円となり、先に述べた

日本と「グ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば、次

の通りに見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではなく、日本政府

により今後さらに審査される。 

 

(1) 日本国側負担経費 

 

概略事業費  484.2 百万円 

表3.8 概略事業費(日本国側負担経費) 

費目 概略事業費(百万円) 

機材調達費一式 438.8 

機材設計監理費 45.4 

合計 484.2 

 

(2) グレナダ国側負担経費 

 

グレナダ国側負担総額  約11.815万 EC$ (約4.6百万円) 

表3.9 「グ」国側負担経費 

費目 
負担額 

備考 
EC$ \ (百万円) 

廃棄冷媒充填ボンベ、既存設備機
材、及び解体処分資材等のサイト
外への撤去・保管 

80,000 3.08 水産局予算措置 

B/A及びA/P手数料 38,146 1.47 農業省予算措置 

合計 118,146 4.55  

注：EC$(東カリブドル) = \38.4830 

 

（3）積算条件 

· 積算時点：2014年1月1日～3月31日の3か月平均 

· 為替交換レート： US$ = 103.45円 

US$ = EC$2.6882 

EC$ = 38.4830円 

· 施工期間：1期工事とする。詳細設計、工事に要する期間は施工工程に示した。 

· その他： 本プロジェクトは、日本政府の無償資金協力制度に従い実施されるものとす

る。 

  
  

 
 
 

＊調達業者契約認証まで非公表 
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3-5-2 運営・維持管理費         

本プロジェクトでは過去に整備された冷却設備のうち、主として塩害や経年劣化が進行したもの

を対象に機材更新がなされる。したがって、更新された後に運営維持管理面で従来と異なる費用が

発生することはない。 

また、新規に導入される中層 FAD 及び漁業データ収集・分析用 PC についても、維持管理費用は発

生しない。 

その他、環境調査用機材の運用に関しては、海洋サンプル収集はセントジョージズ大学生物生態保

全学部が実施し、サンプル分析は農業省食品化学研究所が無償で協力するとの協定が結ばれており、

水産局の新たな出費は想定されていない。 

以上より、本プロジェクトを実施しても実施機関の水産局は財政面で新たな予算措置を講ずる必要

はない。 
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第4章 プロジェクトの評価          

4-1 プロジェクト実施のための前提条件 

日本は無償資金協力事業で過去 20年間に 7サイトの水産施設を整備した。本プロジェクトはこれ

ら水産施設内に配備された設備機材のうち、老朽化などで当初機能が失われ、あるいは機能低下し

た 3サイトの設備機材の更新、および漁業管理用機材の導入を無償資金協力で実施するものであ

る。したがって、プロジェクト実施のための前提条件は下記 2事項である： 

(a) 廃棄冷媒が注入されたボンベの保管方法・保管場所にかかる環境担当機関の認可 

(b) 日本の無償資金協力事業で定められている関税手続き、免税措置事項にかかる「グ」側責任

官庁による履行 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

(1) 環境社会配慮措置 

既存冷却設備の更新に際して、現行冷媒をボンベ内に回収・廃棄することになる。ボンベ内

への回収は日本側負担であるが、冷媒回収後のボンベは先方政府によりあらかじめ定められた

場所へ運搬・保管される。この際、実施機関の水産局は環境担当機関との連携により保管場

所・保管方法を予め決めておく必要がある。また、プロジェクト実施後においても、水産局は

ボンベが適正に保管されているか定期点検する必要がある。 

 

(2) 冷媒交換に伴うメンテナンス要員の技術研修 

本プロジェクトではモントリオール議定書に定められた冷媒使用期限を念頭に現行R22をア

ンモニアないしは代替フロンR404aに転換する。この転換に伴い、機材設置時、試運転時、通

常運転時の各段階でメーカー側技術者による運転・メンテナンス技術の移転が必須である。 

プロジェクト実施後も、水産局は新規メンテナンス要員を投入する場合には、徹底した技

術移転をする必要がある。 

 

(3) 技術協力プロジェクトCARIFICOとの連携 

本プロジェクトは、各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが開発

され、カリブ地域で共有されることを目的として実施されている。この中で、FAD周辺漁場で

の操業の許認可など、漁民と行政の共同による漁業管理に必要なルールが漁民との合意の上で

形成される予定となっている。漁民と行政が本プロジェクトで導入される中層FADについて

も、その周辺漁場に、本技術協力プロジェクトで形成されたルールが適用され、漁業管理の推

進に資することが期待される。 

 

(4) 自然条件への対応 

1) 海水飛沫 

大西洋側に整備されているグレンビル漁業センターは海上が荒れると海水飛沫が敷地内ま

で到達するため、金属の腐食あるいは電蝕が容易に発生する。設備機材の洗浄、塗装など、

こまめな防錆メンテナンスが必要である。 
2) ハリケーン 

当該国は定期的にハリケーンが来襲する。風速は最大 60m に達する。サイクロンが直撃し

た場合、今回導入した機材や設備に致命的なダメージを与える可能性がある。このため、水産
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局はハリケーンによる被害内容を克明に記録し、将来のハリケーン対策に資する必要がある。 

3) 漁獲量の季節変動 
当該国の漁獲量は季節変動がある。冷却設備のメンテナンススケジュールはこの季節変動

に沿ったものとし、盛漁期での故障発生を未然に防ぐ必要がある。 
 

4-3 外部条件 

＊ 気候変動の影響 

本プロジェクトは既存冷却設備の更新が主たる内容であり、その面でプロジェクトの効果

発現・持続に影響を与える外部条件として気候変動が考えられる。すなわち、気候変動によ

る海流の変化は回遊魚の経路変化をもたらし、強いては漁獲時期や漁獲量に大きな影響を与

えるため、流通施設の利用率や利用形態に影響を与えると推測される。 

また、ハリケーンが大型化し、従来想定されていないような風速による施設被害が発生す

る可能性がある。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

以下の通り、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

 

4-4-1 妥当性 

(1) 中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

2020年を目標年次とする グレナダ国漁業政策2012（a Fisheries & Aquaculture 

Policies for Grenada: 2012）の基本ヴィジョンとして「持続的利用が可能な形での資源の

利用・管理・保全」を目標の一つに掲げている。その中で、近代的技術及び流通インフラへ

の投資、資源の適正管理等が課題に含まれている。 

本プロジェクトは総水揚げ量の約64％を占める既存水産施設のうち、老朽化した冷却設備

機材を更新し、水揚げ魚の鮮度保持と流通を保障することで、一般国民への食料を確保する

ことに貢献するものである。また、漁業管理用機材の導入は持続可能な形での資源利用に資

するものであり、上記ヴィジョンの達成に貢献すると言える。 

 

(2) 我が国の援助政策・方針との整合性 

対グレナダ国別援助方針（2014年4月）において、「水産」は重点分野（中目標）の一つし

て定められており、「同国の水産業の持続的な開発・管理のための協力を引き続き実施してい

くことが述べられている。本プロジェクトは「グ」国の水産物流通の改善及び管理漁業の促

進を図るものであり、我が国の援助方針に整合し、妥当性は高い。 
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4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

計画対象サイトにある冷却設備の大部分は老朽化が進み、機能停止がいつ生じてもおかし

くない状態にある。したがって、冷却設備機材更新の効果とは、これまで稼働してきた冷却

設備の機能を今後約15年間延長させることと同義である。 

途上国の場合、漁業・流通の鮮度保持手段は基本的に氷供給に依存しているので、冷却設

備更新の効果は製氷機が鮮度保持用の氷を十分に供給できているか否かで判定することとす

る。 

計画対象サイトは国内向け水揚げ量が最も多いグレンビルが適当と判断される。 

更新した冷却機材が効果的に運用されるかどうかを数量的に把握するには月間水揚げ量に

対してどの程度の氷が使用されたかを把握する必要がある。通常、魚の鮮度保持効果は施氷

率＝１を基準に判断するが、「グ」国の場合、漁民の鮮度保持意識が未だ低いこと、国土が狭

く流通時間が比較的短いなどの事情により施氷率が１以下である可能性が高いため、サイト

ごとに実際の施氷率を実測した上でないと機材更新時の基準値を設定できない。 

本調査では時間的制約もあり、サイト別の施氷実態は把握できていないので、この点将来

的な調査にゆだねざるを得ない。 

なお、サイトごとの施氷率が把握された段階では、以下の方法で機材更新にかかる数量的

効果判定が可能となる。 

a） 製氷機の月間稼働時間より月間製氷量を算定する。 

b） 月間水揚げ量をもとに、その月の月間平均施氷率を求める。 

c） 得られた月間平均世評率を機材更新時の基準施氷率と比較する。 

  

上記の数量的効果判定を可能とするための前提条件を如何に示す。 

 前提条件： 

a) メンテナンス要員は製氷機に設置された累積稼働時間計をもとにログブックに毎日の稼働

時間を記録する。また、1か月ごとの月間稼働時間を取り纏めておく。 

b) 水揚げ記録要員は月間水揚げ量を取り纏めておく。 

c) 製氷能力1トン/日の製氷機では、1日24時間の80％に相当する19.2時間の稼働で氷1トンが

生産されるものとする。 

 

表 4.1 定量的効果 

定量的効果 
基準値  

(2013/14年実績値) 
目標値(2019年) 

【事業完成3年後】 

施氷率（グレンビル） α α≦ 

中層FADを漁場として操業

する登録漁民数 
延べ0人／年 延べ500人／年 
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(2) 定性的効果 

本プロジェクトの実施により期待される効果のうち、定性的な効果を表4.2に示した。 

 

表4.2 サイト別機材の定性的効果 

対象案件名 事業内容 事業効果 

メルビルストリート 冷却設備（製氷機、冷凍・冷蔵

庫）の更新、アンモニアへの転換 

冷却設備利用者の施氷による

水産物鮮度に対する一定の満

足度が維持される。 

氷が継続して販売される（販

売量）。 

グレンビル 

ゴーブ 
製氷用冷凍機の交換、同型冷凍機へ

の補助オイルタンク設置 

水産局 

中層FAD導入 漁民の資源管理意識向上。 

環境調査用機材導入 
水産物輸入国が求める水域環

境衛生情報が整備される。 

水産局（メルビルストリー

ト、グレンビル、ゴーブ） 

PC、サーバー導入 水産本局・支局の漁業統計業

務が迅速化する。 
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1. 調査団員・氏名            

 

(1) 現地調査I 

 担当業務 名前 所属 

1 総括(前半) 加藤 憲一 JICA農村開発部畑作地帯課課長 

2 総括(後半) 西村 貴志 JICA農村開発部畑作地帯課企画役 

3 
業務主任 

/運営・維持管理計画1 
冨山 保 システム科学コンサルタンツ(株) 

4 運営・維持管理計画2 森本 孝 個人 

5 機材計画1 石井 優一 (株)アイコンズ 

6 機材計画2 吉岡 正次 個人 

7 
建築・設備設計計画 

/環境社会配慮1 
小泉 浩隆 システム科学コンサルタンツ(株) 

8 
建築・設備設計計画 

/環境社会配慮2 
西山 謙太郎 システム科学コンサルタンツ(株) 

9 機材調達計画/積算1 辻 道雄 システム科学コンサルタンツ(株) 

10 設備施工計画/積算2 早原 章広 システム科学コンサルタンツ(株) 

 
 
(2) 現地調査2 

 担当業務 名前 所属 

1 総括 正永 能久 
JICA農村開発部畑作地帯課 

主任調査役 

2 
業務主任 

/運営・維持管理計画1 
冨山 保 システム科学コンサルタンツ(株) 

3 機材計画1 石井 優一 (株)アイコンズ 
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2．調査行程             

(1) 現地調査1 
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(2) 現地調査2 

 

月日 
総括 

業務主任 

維持管理計画1 
機材計画１ 

正永 能久 冨山 保 石井 優一 

5/13 火 移動（成田→ＮＹ）、ＮＹ泊 

5/14 水 移動（ＮＹ→アンティグア→セントルシア）、セントルシア泊 

5/15 木 水産局協議、セントルシア泊 

5/16 金 議事録署名（スフレ―にて）、セントルシア泊 

5/17 土 移動（セントルシア→グレナダ）、グレナダ泊 

5/18 日 議事録案準備、グレナダ泊 

5/19 月 グレナダ水産局協議、グレナダ泊 

5/20 火 
グレナダ議事録署名、移動（グレナダ→セントビンセント） 

セントビンセント泊 
5/21 水 セントビンセント水産局協議、セントビンセント泊 

5/22 木 セントビンセント議事録署名、セントビンセント泊 

5/23 金 水産局協議、移動（セントビンセント→グレナダ）、グレナダ泊 

5/24 土  移動（グレナダ→ＮＹ）、ＮＹ泊 

5/25 日 
移動（ＮＹ→機

中）、機中泊 
移動（ＮＹ→機中）、機中泊 

5/26 月 移動（機中→成田着） 
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3．関係者リスト 
【セントルシア国関係者】 

農業・食料生産・漁業・組合・地方開発省 (農業省) 
名前 タイトル 所属先 

Hon. Moses Jr. Baptista 大臣 
農業・食糧生産・水産 

組合・村落開発省 
Mr. Rufus George Chief Fisheries Officer 

水産局 
(DOF) 

Mr. Seon Dunchan Ferrari 
Fisheries Officer Mr. Thomas Nelson 

Mr. Daniel Medar 
Ms. Flavia Florence Data-collector 
Mr. Hardin Jr. Pierre 

Fisheries Extension 
Officer 

水産局(ビューフォート) 
Ms. Rita Harrison 水産局(スフリエール) 
Ms. Petronila Polus 水産局(グロスレー) 
Mr. Vaughn A. Charle General Manager 

水産流通公社 (SFMC) 
Mr. Jerson Badal Senior Manager 
Mr. Lambert Vitalis 

Plant Manage 
水産流通公社(ビューフォート) 

Mr. Rigie Maxwell 水産流通公社(デナリー) 
アンスラレイ漁業生活協同組合 (Anse La Rayes Fisheries and Consumers Coop.) 

Mr. Gregory Deterville Secretary  
グロスレー漁業生活協同組合 (Gros Islet Fisheries and Consumers Coop.) 

Ms. Joana Alice Board of Director  
M. Ema Michoud Manager  

住宅都市開発省 (Ministry of Physical Development, Houing and Urban Renewal) 

Ms. Karen Augstin 
Chief Physical 

Planning Officer 
審査課 

Development Control Authority 
持続可能発展エネルギー、科学技術省  

(Ministry of Sustainable Development, Energy, Science & Tecnology) 

Ms. Crispin d Auvergne Chief Officer 環境局 
Sustainable Development and Environment 

Mr. Dunley Auguste General Manager 廃棄物管理局 
Solid Waste management Authority 

【セントビンセント国関係者】 
農業・土地・林業・漁業・環境省 

名前 タイトル 所属先 

Mr. Raymond Ryan Permanent Secretary 
農業・村落変革 

林業・水産・工業省 
Mrs. Jennifer Howard Senior Fisheries Officer 

水産局 
(FD) 

Mr. Lorenso George 
Fisheries Officer 

Mr. Kris Issacs 
Mr. Sylveter Hazell Fisheries Officer 水産局(ベキエ島) 
Mr. Ernie Brackken 

Fisheries Assistant 
水産局(オウイア) 

Mr. Trovan Ferary 水産局(ユニオン島) 
Mr. Dunstan Johnson Manager 

水産市場公社 (NFML) 
Mr. Jerson Badal Senior Manager 
Mr. Lambert Vitalis 

Plant Manage 
水産流通公社(ビューフォート) 

Mr. Rigie Maxwell 水産流通公社(デナリー) 
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バロアリー漁業組合(Barrouallie Fishery Development Cooperative Society Ltd.) 

Mr. Vibert pierre Manager  

 

【グレナダ国関係者】 

農業・地方改革・林業・漁業・産業省 

名前 タイトル 所属先 
Hon. Roland Bhola Minister 

農業・土地 
林業・水産・環境省 

Mrs. Marilyn Austin-Cadore Parmanent Secretary 
Mr. Michael Church Jr. Planning Officer 
Mr. Justin Rennie Chief Fisheries Officer 

水産局  
(FD) 

Mr. Johnson P. St. Louis 
Fisheries Officer 

Mr. Moram Michell 

Mr. Francis T. Calliste 
Extention Fisheries 

Officer 
グレンビル漁業センター 

Mr. Jerry St. Louis 
Superviser 

メルビルストリート魚市場 
Mr. Bernard Macintyre ゴーブ魚市場 
Mr. Michael Grant 

Manager 
グレンビル魚市場 

Mr. Tabia Paul ビクトリア魚市場 
聖ジョージ大学(St. George’s University) 

Dr. Clare E. Morrall Director 
Marine Biology Programme 

Dpt.of Biology, Ecology& Conservation 
SIFH (Spice Isle Fish House Ltd.) 民間輸出会社 

Mr. James Ince Manager Director  
 

【日本国関係者】 

在トリニダード・トバゴ日本大使館 

手塚 義雅氏 大使  
古賀 剛氏 二等書記官  

 

独立行政法人国際協力機構 (JICA) 

小田 亜紀子氏 所長 
JICAドミニカ共和国事務所 

山口 尚孝氏 次長 
三国 成晃氏 

JICA専門家 CARIFICO PROJECT 
石田 光洋氏 
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4．討議議事録 (M/D) 

【セントルシア】       

(1) 討議議事録 (現地調査1) 
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(2) 討議議事録 (現地調査2) 
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【セントビンセント】 

(1) 討議議事録 (現地調査1) 
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(2) 討議議事録 (現地調査2) 
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【グレナダ】 

討議議事録 (M/D)        

(1) 討議議事録 (現地調査1) 
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(2) 討議議事録 (現地調査2) 
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5．参考資料              

 

参考資料１：冷却設備の耐用年数 

タイプ 

日本等<1での                       
メンテナンス 

カリブ等地域<2 過酷条件下 
でのメンテナンス                  

耐久年数延長のための対策 通
常
<3 

良 
好 
<4 

劣 
悪 

通 
常 
<5 

良 
好 
<6 

劣 
悪 

対策 
済み・ 
ﾒﾝﾃ良好<7 

a.プレート製氷
機 

12
年 

15
年 

10
年 

10
年 

12
年 

7
年 

15 年 散水ﾊﾟｲﾌﾟのﾒﾝﾃ・定期的にｼﾘｶ除
去液による洗浄 

b.ﾌﾚｰｸ製氷機 
15
年 

20
年 

10
年 

12
年 

15
年 

７
年 

20 年 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ調整、減速器ｵｲﾙの交換 

c.開放型冷凍機 
15
年 

20
年 

10
年 

12
年 

15
年 

7
年 

20 年 定期的なｵｲﾙ交換とオーバーホー
ル 

d.半密閉型 
冷凍機 

10
年 

12
年 

7
年 

10
年 

12
年 

7
年 

12 年 定期的なｵｲﾙ交換、定期的な絶縁
抵抗試験 

e.空冷コンデン
サー 

12
年 

15
年 

5
年 

10
年 

12
年 

3
年 

15 年 適切な材料選定、外装 SUS銅ﾌｨﾝ
採用、定期点検 

f.水冷コンデン
サー 

12
年 

15
年 

7
年 

10
年 

12
年 

5
年 

15 年 適切な材料選定、外装・ポンプ
SUS採用、定期点検 

g.その他の 
大型機器 

20
年 

20
年 

10
年 

15
年 

20
年 

10
年 

20 年 定期点検とタッチアップ 

h.電気制御盤 
屋内 

15
年 

20
年 

10
年 

10
年 

12
年 

7
年 

20 年 設置場所の適切な選択・定期的な
絶縁抵抗測定 

i.電気盤屋外 
10
年 

15
年 

7
年 

7
年 

10
年 

5
年 

15 年 適切な材料選定、外装を SUS にす
る、定期点検 

j.モーター類 
10
年 

15
年 

7
年 

7
年 

10
年 

5
年 

15 年 AVRを導入し電圧を一定に保つ、
絶縁抵抗試験 

k.3相.ﾄﾗﾝｽ 
15
年 

20
年 

10
年 

10
年 

15
年 

7
年 

20 年 定期的な絶縁抵抗試験・タッチア
ップ 

l.冷媒配管 
・水配管 

12
年 

15
年 

10
年 

10
年 

12
年 

7
年 

15 年 定期点検・タッチアップ 

m.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞﾊﾟﾈﾙ 
15
年 

20
年 

10
年 

12
年 

15
年 

7
年 

20 年 適切な材料選定内外装を SUS にす
る 

注＜1：海岸から離れた場所で、インフラの整備された地域 

注＜2：条件過酷な海岸端で、インフラ整備も遅れている地域 

注＜3：設備担当者によるメンテナンス作業 

注＜4：メーカーによる定期的ﾒﾝﾃ作業 

注＜4：メーカーによる定期的ﾒﾝﾃ作業 

注＜5：現在カリブ地区で通常行われているﾒﾝﾃ作業 

注＜6：ﾒﾝﾃ技術習得者によるマニュアル通りのﾒﾝﾃ作業 

注＜7：機材の材質や施工が適切でﾒﾝﾃ技術習得者によるﾒﾝﾃ作業 
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参考資料2：アンモニア設備の運転研修に必要な期間設定にかかる専門家の意見 

 

(1) 冷媒の種類による取扱注意事項 

冷媒名 アンモニア R-404a R-22 備考 

オゾン層破壊係
数 

0 0 0.055   

地球温暖化係数 0 3920 1810 CO2を 1として 

毒性・劇物指定 劇物 無し 無し   

臭気 激臭 無し 無し   

可燃性 引火点 651℃ 引火性無し 引火性無し   

沸点 -33℃ -40.8℃ -49℃   

 

(2) メンテナンスの要点 

冷媒名 アンモニア R-404a R-22 

1)作業準備 アンモニア防毒面を準備する 特に無し 同左 

2)換気・安全
器具・換気 

・換気を良くし漏洩時の退避経路を確認
する 

無臭のため酸欠の危険性
あり。換気に注意 

同左 

  ・ゴーグル・手袋等を装着する 同左 同左 

3)バルブ操
作 

・高圧受液器側のバルブを閉める 同左 同左 

  ・作業箇所の冷媒が回収されたことを確
認する 

同左 同左 

4)作業姿勢 操作箇所の風上に位置し作業をする 同左 同左 

5)開放手順 ・身体から遠い方のボルト・ネジコミか
ら開放する 

同左 同左 

  ・ボルトやネジコミを少し緩め冷媒が無
い事を確認する 

同左 同左 

6)作業後の
手順 

修理箇所のエアーをバキュームポンプ等
で抜く 

同左 同左 

7)漏洩確認 修理箇所の漏洩をアンモニア試験紙で確
認する 

修理箇所の漏洩を検知器
で確認 

同左 

8)作業後の
バルブ操作 

高圧受液器から遠いバルブから徐々に開
ける 

同左 同左 

9)運転確認 各部の温度・圧力を確認する 同左 同左 

 

[各冷媒取扱いに係る見解] 

(a)表記の通り、アンモニアと他の冷媒でメンテナンス方法はほぼ同じである。アンモニア特有の注

意事項は、冷媒漏洩時にｱﾝﾓﾆｱﾏｽｸが必要なことぐらいである。 

 (b)フロン系冷媒は無臭なため、閉鎖空間では酸欠の危険性が高く、取り扱いが難しいともいえる。

アンモニアの場合、微量の漏洩でも激臭のため発見が容易だが、フロン系冷媒は無臭なため定期

的に漏洩検知をする必要があり、メンテナンスが容易な冷媒とはいえない。 

(c)特に R-404aは 3種類の混合冷媒であるため、一旦漏洩すると残留冷媒の混合比が変化するため、

残った冷媒を全て抜き取り、新しいR-404aに交換する必要があり、取り扱いが難しいともいえる。 
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(3) 冷媒関連事故とその防止対策 

冷媒名 アンモニア R-404a R-22 

1) 重大事故 

低温液封事故 アンモニア設備の死亡 

事故は殆どが同事故で

、発生した場合は大事

故につながる。 

R-404aでは低温液封 

事故を起こしても死亡

事故には至らないが、

重大事故ではある。 

R-22では低温液封事故を 

起こしても死亡事故には至

らないが、重大事故ではあ

る。 

同事故は冷媒ポンプ冷却方式特有の事故で本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは同方式は採用して

いない。 

液封事故の防止 同事故は冷媒ﾎﾟﾝﾌﾟの吐出ﾁｪｯｸ弁と電磁弁の間の配管で起こり、配管内に低温

の液が100％封じ込められたときに短時間で圧力が上昇しﾊﾞﾙﾌﾞ等が破壊され

大量の冷媒液が噴出すことによる事故である。 

2)その他事故 
冷媒漏洩事故 冷却設備の事故の90％以上が冷媒漏洩事故で、事故の原因は誤操作・確認ﾐｽ1

8％、フランジ締め付け不良12％、ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ損傷12％、バルブグランドシール

不良10％、 

工事管理不良9％、休止設備管理不良9％、地震による損傷7％、設備の劣化損

傷7％、配管の外面腐食5％、その他10％、である。 

冷媒漏洩事故

防止 
冷媒漏洩事故を防止するためには通常のメンテナンスを実施するだけで十分 

であるが、そのためには運転記録の記載、機器台帳の整理、取扱説明書・運

転ﾏﾆｭｱﾙを整備し、係員に運転教育・保安教育を実施し、異常発生時の体勢の

整備を図る。 

1）運転マニュアルの整備、運転記録の作成 

2）重要操作では、チェックリストの作成 

3）操作前に危険予知を確認する 
 

(4) アンモニア設備特有のメンテナンス作業 

[ドレーン抜き作業] 

アンモニア冷却設備では冷凍機から吐出ガスとともに揚がった冷凍機油が低圧側に溜まると

製氷機であれば氷生産量が低下し、また冷凍庫等では規定温度まで下がらない、時間が掛かる等、

冷却能力が低下する。そこで定期的にドレーン抜きを実施する必要がある。ドレーン抜きでは機

器に溜まったドレーンをオイルドラムに落とし、アンモニアガスを十分蒸発させた後でオイルド

ラムからドレーンを抜き取る。オイルドラムが無い場合はアンモニア特有の激臭で作業は困難を

極めるが、本プロジェクトではアンモニア設備には全てオイルドラムを設置するので、同作業が

安易に行える。 

a) 機器のドレーン弁を 1/4 回転ほど開けドレーンをオイルドラムに落とす。大量のドレーン

が有る場合はドレーン弁を 1回転ぐらいまで開ける 

b) オイルドラムにドレーンが落ちきりアンモニア液やガスが流入したら、機器のドレーン弁

を閉める。 

c) オイルドラムのｻｸｼｮﾝ弁を開けオイルドラム内のアンモニアを蒸発させる、サクションパイ

プが常温になるまでバルブは開けたままにする。 

d) サクションパイプが常温になればオイルドラム内にはアンモニアは殆ど無いが、オイルド

ラムの圧力計も必ず確認し、サクションバルブ閉鎖後もオイルドラムの圧力が上昇しない

ことを確認しオイルドラムからドレーンを抜き出す。なおオイルドラムにはドレーンを溜

めておいても設備には不都合は無い。 

A-56 



 

 

 

(5) アンモニア技術研修期間にかかる見解 

R-22冷却設備のメンテナンスを永年実施してきた技術者であれば、アンモニア設備のメンテナン

スを行うことは難しいことではない。アンモニア冷媒の特徴を理解し、適切な安全対策を施せば短

期間のメンテナンス教育で十分対応できる。アフリカ各国でのメンテナンス技術指導の経験からい

えば、3ヶ月程度技術指導が行えれば十分な成果が期待できる。アンモニア設備のメンテナンスで

一番重要な機器のドレーン抜き作業もオイルドラムを設置することで、安全確実に実施することが

できる。 
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の 50％弱を占めている。 

一方、2012 年度の水揚げ額でみると、水揚げ量の多いビューフォートが約 720 万 EC

＄（25％）、デナリーが約 400万 EC$（14％）と水揚げ額も多い。また、グロスレーの水揚

げ額は約 300 万 EC$で、総水揚げ額の 11％を占め水揚げ量に比して水揚げ額が多い。これ

は同地が高価格の魚介類（コンク貝、ロブスター、底魚など）を対象とする潜水漁が盛ん

であることによる。 

 
水産局水産統計(2013年) 

図 1.4 地域別水揚げ量（2003～2012 年の平均値） 

 
水産局水産統計(2013年) 

図 1.5 地域別水揚げ額（2012 年） 

 

2) 我が国無償資金協力により整備された水産施設の現状と課題 

水産統計がとられている 10 か所の水揚げ地は我が国無償資金協力により整備されてお

り、その多くは水揚げ桟橋、製氷・冷蔵施設が設置されている。 

ミクードには 1996年に水揚げ桟橋が整備されたが、現在は砂に埋もれて使用できず、ビ

ューフォートやデナリーで氷を入手したり、水揚げしたりせざるを得ない状況にある。ま

た、水揚げ額で 4 位のグロスレーには当初より製氷機が整備されなかったため、漁民や流
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水産局水産統計(2013 年) 

図 1.1 平均魚種構成比(2003～2012 年) 

 
これによると直近 10 年間の年平均水揚げ量は 803 トンで、大きな増減はない。排他的経済

水域（Exclusive Economic Zone: EEZ）や陸棚面積が隣国のセントルシア、グレナダより広

いが、漁獲量は隣国のセントルシアやグレナダの 50％程度にとどまっている。漁獲魚種構成

比率を見ると、シイラ、マグロなど大型回遊魚の占める割合が 19％にであるのに対し、メア

ジ、ムロアジなど沿岸性小型浮魚類とハタ、フエフキなど定着性底魚の水揚げ量が総水揚げ

量の 77％を占めており、隣国の場合と逆の現象を示している。隣国に比して沖合の大型回遊

魚を対象とする曳縄漁、延縄漁が未発達であることを窺わせる。 

水揚げ量の月別変動をみると、乾期にあたる 1～5 月に比較的に多く、3 月にピーク（88 ト

ン/月）を示している（図 1-1(2)参照）。この時期は沖合での大型回遊魚対象の曳縄漁が盛ん

になり、水揚げ量が多くなるためであると推察される。しかし水揚げ量が最も少ない 12 月で

も 50 トンが水揚げされており、年間を通じて水揚げ量の変動差は少ないと言える。これは、

沿岸域で小型浮魚対象の小型巻網漁、珊瑚礁域での底魚漁や潜水漁が通年にわたって行われ

ていることによるものと推察される。 

 
水産局水産統計(2013 年) 

図 1.2 月別平均水揚げ量（2003～2012 年平均値） 
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セントビンセント及びグレナディーン諸島国 

2) 水産物需給状況 

水産局の 12 年度予算調書（Corporation Plan and Advance Proposal）によると、2011

年の水産物輸入量は約 110 万ポンド（約 500 トン）となっている。2011 年の国内生産量が

785 トンであるので、国内生産量のおよそ 64％に相当する水産物が輸入されたことになる。

一方、2011 年の輸出量は 73 トンであるので、国内で消費された水産物総量は 1212 トン

で、国民一人あたりの水産物消費量は約 12kg/年と算定され、近隣 2 か国よりかなり低い。 

 

3) 水産物の輸出入の概況と課題 

輸入量が大幅に超過し、輸出量が少ない理由は、国内需要を満たすだけの水揚げ量がな

いことに加え、輸出内容がコンク貝、延縄用餌魚の 2 品目で輸出量の 70％を占めているこ

とにある。 

特に餌魚の輸出は隣国には見られず、「セ」国特有の現象である。餌魚となるのはメア

ジ、イワシ等の珊瑚礁域や浅海で漁獲される沿岸性浮魚であり、その多くはグレナディー

ン諸島で漁獲されている。グレナディーン諸島に隣接するグレナダは沖合回遊性浮魚の延

縄漁業が盛んな国であることから、これらの餌魚はグレナダへの輸出が大半を占めている

と推察できる。 

水産局は 2008 年 5 月から 1 年間、餌魚の輸出禁止措置をとった。小型浮魚の資源保護

が名目であったが、実際は近隣国の延縄漁船に小型浮魚を生餌として売る不法取引の抑制

が目的であった。今後もこのような不法な洋上取引の監視体制を整えることが行政上の課

題である。 

 

 
水産局水産統計(2013 年) 

図 1.3 水産物の輸出量と輸出額（2010～2012 年） 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本計画実施における「セ」国側の責任官庁は農業・村落変革・林業・水産・工業省（以下「農業

省」という）であり、実施機関は傘下の水産局である。無償資金協力が実施される場合には、契約

および支払手続き等は、農業省が行う。完成後の施設・機材の運営維持管理は水産局が行う。（図 2.1

及び図 2.2 参照）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1 農業省の組織図（責任官庁） 

 

注：カッコ内の数字は人数を示す。 
図 2.2 水産局の組織図（実施機関） 

 
水産局長以下 34 名の局員のと、漁獲量、漁船数等のデータ収集と事務補助、車両、清掃等の任務

にあたる臨時職員 12 名の 46 名が配置されている。本プロジェクトの中心事業である冷却設備関連

では日本で研修を受け、かつ水産局で長年メンテナンスに従事してきた技術者がシニアオフィサー

として配置されている。また一時空席となった漁業訓練船の船長も配置されている。 
 

水産局長

情報調査主任

（1）

情報・統計課

（4）

データ収集員

（7）

生態調査課

（2）

品質・生産管理課

（6）

普及・教育

主任（1）

教育課

（2）

普及課

（8）

資源保全課

（2）

総務管理課

（6）

総務課臨時

職員

（5）

調査船船長

（1）

農業省大臣

次官 

水産局 

管理部 農業管理部 森林局 調査開発局 土壌・水保全
 

家畜保健 
生産局 

植物園 

管理局 
 

スフリール 
海岸管理局 

普及・指導 
サービス局 通信局 

家畜外来病 
管理局 

レクリエーション 
サイト局 

市場公社 

魚市場部 
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れら大型回遊魚の水揚げ量が多いことが同国漁業の特徴である。 

 同国では概略 12月～翌年 5月が乾期、6～11月が雨期である。雨期には波とうねりが高くな

る。漁期はこの海象に影響され、3 月頃～７月頃が盛漁期となり、この 4 か月間での水揚げが総

水揚げ量の約 47 パーセントを占める（図 1.4 参照）。6月を過ぎると海象条件が厳しくなり、翌

年 2月頃まで出漁回数が減少する閑漁期となる。セントルシアのように盛漁期と閑漁期の落差が

大きくないのは、グレナダでは雨期でも波が比較的穏やかなカリブ海側で延縄漁船が操業を続け

るためと推察される。 

 

 
出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.1 水揚げ量の推移（2003～2012 年） 

 

 
出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.2 漁獲魚種の構成(2008～2012 年）(単位：トン/年) 
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出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.3 沖合性回遊魚の魚種別水揚げ量（2008～2012 年） 

 

 
出典：同上

図 1.4 月別水揚げ量とその割合（2012年） 

 

(3) 漁船・漁法・漁民数

1) 漁船数と漁民数 

水産局統計では 2012 年の登録漁船数は 770 隻、漁民数は 2,552 人である(表 1.2)。1986 年

に制定された漁業法で漁船登録が義務付けられているが、登録抹消制度がないため実際の稼働

漁船数は明確に把握されていない。漁船数や漁民数の把握は適切な水産振興策の策定に不可欠

であり、正確な統計の整備が水産行政上の課題である。 

 
表 1.2 漁船数と漁民数 (2012 年) 

地域 ランディングサイト 漁船数 漁民数

1 セントジョージズ 

グランドマル 26 80 

メルビルストリート 29 87 

その他 149 510 

2 セントジョーン 
ゴーブ 145 421 

その他 26 62 

3 セントマーク 
ウォルサム 28 96 

その他 27 114 
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(5) 水揚げ地と水産施設の概況 

1) 主要水揚げ地の水揚げ量とその特徴 

本島西岸に 23か所、東岸地域に 16か所、離島に 10か所、大小の水揚げ地がある。 

2012 年の主要水揚げ地別水揚げ量を図 1.5 に示す。本島カリブ海側ではグランマルで

SIFH 社(Spice Isle Fish House Ltd.：水産物輸出会社) が 563 トン（24.8％）、SFA 社

(Southern Fishermen Association Inc.：水産物輸出会社)が 403トン（17.7％）、ゴーブが

235 トン（10.3％）、メルビルストリートが 164トン（7.2％）を水揚げしている（括弧内数

字は、「グ」国全体の 2012 年の水揚げ量を 100 とした場合の各水揚げ場の占める割合）。ゴ

ーブでは NORDOM社（Nordom Seafood Ltd.: 輸出会社）が水産センターの冷凍冷蔵施設を借

り受けて水揚げ魚の買付をおこなっているので、同社の水揚げ量 12.5トン（0.5％）を合わ

せると、ゴーブ水産基地の水揚げ総量は 247トン（10.8％）となる。SIFH社は水産局からグ

ランマル水産センターの運営を委託された民間水産物輸出会社であり、SFA は独自の施設を

有する民間輸出会社である。 

大西洋岸ではグレンビルが 511 トン、22.5％を水揚げし、同国第 2 位の水揚げ地となっ

ている。 

主要な水揚げ地での漁獲構成を表 1.5 に示す。カリブ海側の水揚げ地では大型回遊魚の

水揚げ率が高く、特に、SIFH、SFA、NORDOM各社はいずれも 95％以上を示し、水揚げが大型

回遊魚に特化している。しかしメルビルストリートはカリブ海側であるが底魚類の水揚げが

45％と高い。これは同水揚げ地が首都の住民向け魚市場としての機能を果たしていることに

よる。離島では底魚の水揚げが 87％を占めている。 

大西洋岸の主要水揚げ地グレンビルは沖合性回遊魚の漁獲率が 75％と高いが、同時に底

魚類も 15％ほど漁獲している。 

 

 

出典：水産局水産統計(2013 年) 

図 1.5 主要水揚げ地の水揚げ量比較（2012 年） 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの責任官庁は農業・土地・林業・水産・環境省（以下、「農業省」）で、実施機関は傘

下の水産局となる。農業省及び水産局の組織を図 2.1、 図 2.2に示す。 

 

図 2.1 農業省の組織図（責任官庁） 

 

図 2.2 水産局の組織図(実施機関) 
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